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■ 中小企業金融を通じて、社会的責任を果たし、 
地域経済と会員の繁栄に貢献します。

■ 健全経営を堅持し、自己資本の充実に努めます。
■ 役職員の生活向上と福祉の増進を図ります。

金庫スローガン
● 顧客の笑顔の数、日本一
● 清く・正しく・美しく・
明るく・楽しく・元気よく

木曾の清流を背に　広がる濃尾平野

花咲き佇む　信用金庫

地域と共に　愛され育つ

光り輝け「びしん」　尾西信用金庫

地域社会の発展に　貢献する使命を

堅実育む　信用金庫

いつも笑顔で　真心こめて

夢よ輝け「びしん」　尾西信用金庫

絆を結んだ職員の　熱き想いと希望を

双葉に託した　信用金庫

楽しい職場　夢ある仕事

永久に輝け「びしん」　尾西信用金庫
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尾西信用金庫は、昭和26年（1951年）の創立
以来、一貫して“地域社会の発展に貢献する”
ことを理念とし、信頼される金融機関を目指して
充実したサービスの提供に努めています。

CONTENTS 経営理念
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　平素より尾西信用金庫に格別のご愛顧ご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。
　本年も当金庫に対するご理解を一層深めて頂くため、2026年度版ディスクロージャー誌
「BISAI SHINKIN BANK REPORT 2026 びしんの現況」を作成いたしましたのでご
高覧いただければ幸甚に存じます。
　さて、昨年度の我が国経済は、企業収益は改善傾向にあり、設備投資は緩やかに増加しま
した。個人消費は、食料品を中心に値上げの動きが続いたものの、賃金の上昇など良好な所
得環境が維持されたこと、政府によるエネルギー負担緩和策などを背景に底堅く推移しまし
た。そうした中、2月に米・イスラエルがイランを攻撃し、その報復としてイランがホルムズ海峡
を封鎖しました。それにより、原油価格の上昇やナフサなど石油製品の供給不安が発生し、
経済環境の先行き不透明感から、年度末にかけて円安、株価下落、金利上昇など金融市場
に動揺が走りました。
　迎える2026年度の国内経済は、物価・コストの上昇などが企業収益の下押し圧力となる
ことが想定されるものの、これまで高水準の企業収益が続いてきたことや賃上げの動きが継
続していることに加え、政府の各種政策による経済の下支えが見込まれるため、成長ペース
は減速するものの、緩やかな成長が続くと考えられます。
　こうした状況の下、お客様から不安の声が日に日に増加する中、当金庫は信用金庫の面
倒見の良さを活かして、一人一人のお客様と向き合い、この不安を和らげてまいります。今こ
そ信用金庫の出番であると考えます。顧客の声を真摯に聞き、顧客に寄り添い、顧客の抱え
る不安を解消することで、中小企業・小規模事業者の育成・発展、地域住民に貢献し、お客
様の笑顔を創出していきます。
　「お客様の笑顔の数、日本一」を目指し、役職員一同一丸となって邁進する所存です。
　何卒、今後とも倍旧のご愛顧ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

ごあいさつ

理事長　高間 正道

理事長
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尾西信用金庫と地域社会

地方創生の推進に向けた取組み

会員の皆様からの出資金

お客様からの預金・積金
地域の皆様の着実な資金づくりをお手伝いさせていただ
くため、定期預金や定期積金などの各種預金商品を取り揃
えております。

尾西信用金庫は、一宮市を中心とする尾張西部地域を主な事業区域として、地元で事業を営んでいる方々や住民の皆様が会員
となって、お互いに助け合い、発展していくことを共通の理念として運営している相互扶助型の金融機関です。地元のお客様からお
預かりした大切な資金（預金・積金）は、地元で資金を必要とするお客様にご融資し、事業や生活の繁栄のお手伝いをするとともに、
地域社会の一員として地元の中小企業者や住民との強い絆とネットワークを形成し、地域経済の持続的発展に努めております。ま
た、金融機能の提供にとどまらず国連が提唱する「持続可能な開発目標(SDGs)に賛同し、文化、環境（生物多様性の保全を含む）、
教育といった面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に積極的に取り組んでおります。

当金庫は、“地域社会の発展に貢献する”との経営理念に基づき、地域になくてはならない金融機関として地域経済・社会の活性化
やさらなる発展に貢献するため、中小企業支援やCSR活動など様々な分野において多面的な取組みを積極的に推進しております。
また、政府により示された「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき策定された地方版総合戦略の実現に向けて地域の行政機関等
が実施する施策に対し、地域金融機関の持つ機能を十分に発揮しつつ積極的に協力してまいります。

尾西信用金庫
店舗数 24 店舗

常勤役職員数260名

地域金融機関として、経営理念であります「地域社会の発展
に貢献する」ため、様々な支援やサービスを提供するなど、
地域の活性化に繋がる取組みを実施しております。

地域の皆様への支援サービス

お客様からお預かりした預金・積金は当地域で事業を営む
事業者や個人のお客様にご融資することで、地域の皆様へ
還元しております。

お客様へのご融資

出資会員数 30,832 人 出資金額 1,648 百万円

地域経済の
持続的発展
地域社会の
活性化

地域のお客様
会員の皆様
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● 一宮市に「旧林家住宅」の庭園整備費用として50万円を
寄付

● 「おもしろ講話 特殊詐欺最近の傾向について」を開催（偶
数月に計10店舗で開催）

● 「第44回信用金庫PRコンクール」部門別優秀賞を受賞

● 第3回人財育成塾『びしん寺子屋』～異業種交流勉強会～
の開講（年間、全5回）

● フコクしんらい生命保険と共同で中日新聞社会事業団に
20万3千円を寄付

● 「人財確保・定着に向けた助成金活用セミナー」を開催
● 信用金庫の日に地域貢献活動として清掃活動を実施

● 「ペットボトルキャップ回収」事業（SDGs事業）への協力
● 小学生が囲碁、書道を学ぶ「びしん夏休み教室」を開催
● 特定外来生物「オオキンケイギク」の駆除を実施

● 一宮市開催の特殊詐欺被害防止キャンペーンに参加
● 小学生を対象にした「びしん水彩画教室アートなかま」を開催
● 米国の関税措置に関する「ご相談窓口」を設置
● 稲沢市に図書館の視聴覚資料を充実させるため20万円
を寄付

● 医療セミナー「大腸がんはこわくない～早期発見・早期治療
で安心を～」を開催

● 「親子で学ぼう！環境教室」を開催
● 第31回尾西信用金庫杯少年野球大会を開催

● 金庫創立記念日に地域貢献活動として清掃活動を実施
● 地域貢献活動「川と海のクリーン大作戦」へ参加

● 第4回びしんビジネスマッチング「つながる、見つかる
2025」を開催

● 法相宗大本山薬師寺長老加藤朝胤師の法話会「優れた人
の生き方」を開催

● 小学生が囲碁、書道を学ぶ「びしんの冬休み教室」を開催

● 年金友の会旅行「ゆったり巡る伊勢の旅」を開催
● 愛知県信用保証協会「Shake　Hands～広げよう握手の
輪～」の優良事例に当金庫支援事例が選出

● “稼ぐ力を高め強い中小企業を目指す”施策活用セミナー
を開催

9月

11月

12月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

10月

尾西信用金庫の1年（トピックス）
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尾西信用金庫の1年（トピックス）

全国の信用金庫と提携生損保会社の相互協力機関である全国信栄
懇話会主催の「信用金庫保険窓販表彰制度」において、当金庫は生命保
険部門一時払型商品の特別賞を受賞しました。

11月26日に地元企業の販路拡大、ビジネスニーズの共有、地元の優
れた製品の成長・支援などビジネスチャンスの機会となる「びしんビジネ
スマッチング」を一宮市尾西市民会館で開催しました。2022年から開催
して、今回で4回目の開催となります。繊維業を中心に23社が出展しまし
た。また、尾州生地を使ったファッションショーと工場見学会も併せて開
催しました。

■ 第16回「信用金庫保険窓販表彰制度」で特別賞
を受賞しました。

■ 第4回びしんビジネスマッチング「つながる、見つか
る2025」を開催しました。

■ 「旧林家住宅」の庭園維持管理費として一宮市に
寄付しました。　
国の有形文化財に登録されている旧林家住宅の庭園維持管理費とし

て、一宮市に50万円を寄付しました。2015年から毎年50万円を寄付し
ており、今回で11回目を迎えました。

■ 「人財確保･定着に向けた助成金活用セミナー」を
開催しました。
人手不足は企業経営における大きな課題となっています。中小企業に

おいて採用や定着率向上、働き方改革への対応等職場環境の改善は急
務であり、今後一層より良い会社の風土づくり、企業力の向上が求めら
れています。
そのような中、助成金を活用した労働環境の整備について広く周知す

るため、6月10日に「人財確保・定着に向けた助成金活用セミナー」を開
催しました。
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2025年度業績概況

金融経済環境

業績
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コア業務純益※

業務純益
経常利益
当期純利益

貸出金利息や預け金利息の増加が、預金利息や有価証券のメンテナンス等によるその他業務費用の増加を上回ったこと等に
より業務純益は17億3千万円（前期比＋16.77％）となりました。
また、与信関連費用が増加したものの、株式等売却益を計上したことから、経常利益は20億4千万円（前期比＋59.10％）、
当期純利益は14億5千万円（前期比＋63.78％）となりました。

2025年度の我が国経済は、米国の通商政策の影響から一部に弱めの動きもみられましたが、総じて緩やかな回復が続きました。
企業収益は、米国の関税引き上げの影響を受けつつも、全体として高水準を維持しており、生産性向上のための省力化・デジタル化
など設備投資の増加につながる動きがみられました。個人消費は、物価上昇の影響を受けながらも、賃金上昇や雇用情勢の改善を
背景に底堅く推移しました。
迎える2026年度は、当初、引き続き緩やかに回復することが期待され、海外経済の緩やかな成長が見込まれる中、企業収益は、
製造業などで米国の通商政策の影響を受けつつも、内外経済の成長のもとで増益基調となることが予想されていました。個人消費
も人手不足や最低賃金の引き上げなどを背景に個人の所得環境は改善しており、緩やかな持ち直しが続くと見込まれていました。
しかし、中東情勢の緊迫化に伴うコスト増加や原材料等の供給不安、日中関係の悪化によるレアアースの輸出規制の深刻化、米国
中間選挙を前に米国の通商政策による各国との対立が深まる等の影響により、景気の下振れリスクが懸念されます。
このような状況下、金融面では、金融機関の積極的な貸出姿勢や資金繰り支援によって東海3県の金融機関の貸出は前年を上
回りました。日本銀行による利上げの影響などから貸出金利が上昇している一方、預金金利も上昇して預金獲得競争も激化し調達
コストが上昇しており、金融機関を取り巻く環境は厳しい状況となることが予想されます。　
そうした中、多くの事業者は、足元の原材料費や人件費の上昇、人手不足・後継者不足などによって経営が圧迫されています。そ
のような事業者が、デジタル化や設備更新によって生産性向上や事業承継による技術・顧客基盤維持ができるよう、後押ししていく
ことが、当金庫の収益基盤を強化し持続可能なビジネスモデルを確立するという観点からも重要です。

事業計画に基づき、収益強化に向けた諸施策を推進した結果、2025年度の業績は以下のとおりとなりました。

損益

預金について、定期性預金はターゲットを絞った推進を行っ
た結果、増加しました。流動性預金は事業者の手元確保などに
より法人預金が増加する一方で、個人預金が減少した結果、微
増となりました。
期末時点での実績は、残高5,244億円、期中増加額51億
円、同増加率0.98％となりました。

預金積金

貸出金については、物価高・原材料高の影響を受けている
事業者などに対して積極的な支援を行った結果、主として事
業者向け貸出金が増加しました。個人向け貸出についても、
びしんマネーコンサルティングプラザを中心とした推進によ
り住宅ローンが増加するとともに、堅調に推移する個人消費
を受け、消費者ローンも増加しました。
期末時点での実績は、残高2,963億円、期中増加額345
億円、同増加率13.21％となりました。

貸出金

2021年度

510,874

2022年度

516,487

2024年度

519,367

2023年度

519,235

2021年度

212,831
224,449224,449

2022年度

261,776261,776

2024年度

240,477240,477

2023年度

2024年度

1,288
890

1,487

2,107

2025年度

524,474 296,365

2025年度

※コア業務純益とは、信用
金庫本来の事業活動から
得られる利益を表すもの
です。
　コア業務純益＝業務純益
＋一般貸倒引当金繰入額
－国債等債券損益 2025年度

2,049

1,458
1,736

2,661

2021年度

437
750583 449

2022年度

630427
889

274

2023年度

798
536

1,034
683
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開示残高
（a）区　分 保全額

（b）
保全率

（b）／（a）
引当率

（d）／（a－c）

（単位：百万円、％）

貸倒引当金
（d）

担保・保証等による
回収見込額（c）

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

総 与 信 残 高
（ A ） + （ B ）

三 月 以 上
延 滞 債 権

貸 出 条 件
緩 和 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

正 常 債 権（ B ）

小 計 （ A ）

1,800 

1,765 

2,147 

1,829 

467 

565 

ー

ー

467 

565 

4,415 

4,160 

257,656 

292,541 

262,072 

296,701 

1,800 

1,765 

1,760 

1,589 

222 

240 

ー

ー

222 

240 

3,782 

3,594 

1,085 

865 

1,321 

1,190 

125 

127 

ー

ー

125 

127 

2,531 

2,182 

715 

900 

439 

399 

97 

113 

ー

ー

97 

113 

1,251 

1,412 

100.0 

100.0 

81.9 

86.8 

47.5 

42.4 

ー

ー

47.5 

42.4 

85.6 

86.3 

100.0 

100.0 

53.1 

62.4 

28.3 

25.7 

ー

ー

28.3 

25.7 

66.4 

71.3 

金融再生法に基づく資産査定の結果、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、要管理債権の合計額は41億円となり
ました。このうち35億円が担保・保証及び引当により保全されており、その合計額に対する保全率は86.3％となっております。
また、これとは別に内部留保として137億円が積み立てられていますので不良債権への備えは万全です。
なお、信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況は以下のとおりです。

信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに
準ずる債権です。
「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の
高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。
「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。
「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」に該当し
ない貸出金です。
「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行
った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。
「正常債権」（B）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。
「担保・保証等による回収見込額」（c）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
「貸倒引当金」（d）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は
一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収
利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によ
るものに限る。）です。

（注）1.

2.

3.
4.

5.

6.
7.
8.
9.

2025年度業績概況

不良債権の状況
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2025年度業績概況

自己資本比率の状況

事業の展望及び対処すべき課題

4.00 国内基準4%

9.50

9.00

8.50

8.00

10.00

当金庫の比率

× 100（％）
自己資本額

信用リスク・アセット オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額＋

2026年度は、中期3ヵ年経営計画の最終年度となります。そのメインテーマは2031年度末に向けて「尾張№1の信用金庫にな
る」ことであり、実現に向けた施策に取組んでいきます。
その施策として、2026年度は①収益力を引き上げ②自己資本の積み上げを進め③幹部役職員はリーダーシップを発揮し④役職
員は他流試合により優れた仲間をメンターとして得て⑤職員の物心両面の幸福を追求し⑥清洲・北名古屋方面に新店舗開設計画
を進め⑦総資金利鞘を高め⑧貸出金利息収入増加率を東海４県下信用金庫の№１になることに取り組みます。さらなる収益力の向
上を目指すとともに、リスク・アセットに対する意識を高めることで、その増加を抑制して自己資本の充実を図り健全性を高めていき
ます。また、地域金融機関としての役割を果たすため、悩みを抱える地域の事業者や個人のお客様を支えていきます。役職員は、お客
様の悩みに気づき、悩みから逃げず、対話を通じて解決に向けた支援を行うための取組みを推進し、実践していきます。
こうした取組みを着実に実施するためには、経営管理体制の充実・強化が不可欠となります。そして、経営基盤を強化し、持続可能
なビジネスモデルを確立することが重要となります。取り巻く環境の変化に対し、経営陣が主体的な役割を担って、時間軸を意識し
た果断な経営判断を行い、業務全般に対しＰＤＣＡ管理を行っていきます。

当金庫の自己資本は、地域のお客様からの出資金及び内部留保の積み立てにより構成されております。また、金融機関の健全性
を示す重要な指標の一つである自己資本比率は9.79％と国内基準の4％と比較して高い水準にあり、財務体質は高い健全性を維持
しております。

自己資本比率

●詳細についてはP.42をご参照ください。

自己資本比率の算出式

2022年度

9.779.77

2024年度

9.849.84

2023年度

9.819.81

2021年度

9.119.11

（単位：%）

2025年度

9.799.79
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中小企業支援の取組み

当金庫は、創立以来“地域社会の発展に貢献する”ことを経
営理念とし、地域密着型金融を恒久的かつ積極的に推進するこ
ととしております。地域社会の発展や地域経済の活性化に貢献
するため、地域との連携強化を図り、地域金融機関としての機
能を発揮してまいります。

当金庫は、将来にわたり地域経済の活性化に取り組みます。
当金庫は、地域に必要とされる金融機関であり続けるた
め、当金庫にしかできない付加価値の高い金融サービスを
提供します。
当金庫は、地域から信頼される金融機関であり続けるた
め、コンプライアンスやリスク管理を強化し、収益力の向上
を図ります。
当金庫は、こうした活動をより実効性の高いものとするた
め、常に地域の皆様のご意見に耳を傾け、自らの経営改善
及び提供するサービスの品質向上に不断に取り組みます。

1

2

3

4

ライフサイクル（創業・新事業展開、経営改善、事業再生、
事業承継）に応じた取引先企業の支援強化
事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した
資金供給手法の徹底
地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献

1

2

3

１．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援
　当金庫は、事業経営に真剣に取り組む事業者の皆様を積
極的に支援しております。当地域の事業者の皆様が抱える経
営課題や経営改善に関する、より幅広い相談業務を展開し、
コンサルティング機能を発揮してきめの細かい支援を実施し
てまいります。

２．中小企業に適した資金供給手法の徹底
　当金庫は、不動産担保や個人保証に過度に依存すること
のない融資を徹底しております。経営者保証ガイドラインを
遵守するとともに、売掛債権担保融資や動産担保融資
（ABL）、投資ファンド等、様々な資金供給手法を活用して、お
客さまのニーズにお応えできるよう努めてまいります。

３．持続可能な地域経済への貢献
　当金庫は、地域の活性化に繋がる様々なサービスの提供
や貢献活動を積極的に実施してまいります。

基本方針

具体的な取組み項目

当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業
承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』の
特則」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや
保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するため、「経営
者保証に関する取組方針」を以下のとおり策定しています。同
取組方針に基づき、経営者保証の必要性については、お客さま
との丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等
の状況を把握し、同ガイドライン等の記載内容を踏まえて十分
に検討するなど、適切な対応に努めています。
なお、2025年度に当金庫において、新規に無保証で融資を

した件数は383件、新規融資に占める経営者保証に依存しな
い融資の割合は32.9%、保証契約を解除した件数は11件、
同ガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数（当金庫をメ
イン金融機関として実施したものに限る）は0件です。

当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」（以下、「ガ
イドライン」という。）の趣旨や内容等を踏まえ、同ガイドライン
を融資慣行として広く浸透・定着させていくため、以下のとおり
取り組みます。

◎お客さまが融資等資金調達のお申込みをされた場合、当金
庫では、ガイドライン要件の充足や経営状況等を総合的に判
断する中で、経営者保証を求めない可能性や経営者保証の
機能を代替する融資手法を活用する可能性等について、お
客さまの意向を踏まえたうえで検討いたします。
◎上記の検討の結果、経営者保証を求めることがやむを得な
いと判断し経営者保証をご提供いただく場合には、当金庫
は、お客さまの理解と納得を得ることを目的に保証契約の必
要性等に関して丁寧かつ具体的な説明を行います。
◎経営者保証をご提供いただく場合には、お客さまの資産及
び収入の状況、融資額、信用状況、情報開示の姿勢等から総
合的に勘案し、適切な保証金額の設定に努めます。
◎お客さまから既存の保証の変更・解除等の申入れがあった
場合は、ガイドラインに即して改めて経営者保証の必要性や
適切な保証金額等について真撃かつ柔軟に検討を行うとと
もに、その検討結果について丁寧かつ具体的な説明を行い
ます。
◎事業承継時には、原則として、前経営者及び後継者の双方か
ら二重の経営者保証は求めないこととし、例外的に二重に保
証を求めることが必要な場合には、丁寧かつ具体的な説明
を行います。また、後継者となる方に当然に保証を引き継い
でいただくのではなく、その必要性について改めて検討いた
します。
◎お客さまからガイドラインに基づく保証債務整理の申し出を
受けた場合、ガイドラインに即して誠実に対応いたします。

当金庫は、地域内における産業競争力強化や個々の事業者
のトップライン向上のため、国による補助金申請のサポートやビ
ジネスマッチング、経営改善等の支援を実施しております。
　特に補助金申請については、第三者の専門的知見に基づく
評価を通じて、事業者の強み弱みや将来の展望などにおける諸
課題を補助金の活用によって解決することを目的としており、

個々の事業性評価が欠かせない仕組みとなっております。こう
して得られた評価を基に、つなぎ資金や設備投資資金の貸付
にあたり、経営者保証や担保保証に過度に依存しない融資の
実施に取り組んでおります。

地域密着型金融の推進

事業性評価に基づく融資の取組み

経営者保証に関する取組方針

経営者保証に関するガイドラインへの取組み
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中小企業支援の取組み

中小企業の経営支援に関する取組方針・体制

相談への対応、支援の実施経営課題、経営改善に対する相談

経営支援における連携

構
成
機
関

連
携

し
ん
き
ん
愛
知

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

信用保証
協会

他の認定
支援機関

一宮中小企業
サポート会議

連
携
機
関
等

中小企業活性化協議会

（独）中小企業基盤整備機構

㈱日本政策金融公庫
㈱商工組合中央金庫

（独）住宅金融支援機構 地方公共団体
商工団体

中部経済産業局

信金中央金庫
信金キャピタル㈱

ブレーンコンサルティング
エヌ ブレイン

三井住友海上火災保険㈱
リコージャパン㈱

パーソルホールディングス㈱
三井住友ファイナンス＆リース㈱
住友三井オートサービス㈱
社会保険労務士法人 大和T&M

㈱トランビ
昭和リース㈱

当 地 域 の 中 小 企 業 ・ 小 規 模 事 業 者
創業・新事業支援、各種施策活用支援、事業計画策定支援、事業承継、Ｍ＆Ａ、製造現場管理、
情報化戦略、知財戦略、マーケティング、海外展開戦略、金融財務・税務対策、人材育成

様々な
経営課題

中
部
大
学

修
文
大
学・

修
文
大
学
短
期
大
学
部

名
古
屋
商
科
大
学

修
文
地
域
研
究
セ
ン
タ
ー

産
学
連
携

尾　西　信　用　金　庫

経営力向上や経営課題の解決に関する支援、経営改善・事業再生支援など、
中小企業の経営支援に関する総合的な相談窓口、支援等のサポート

＜　認　定　支　援　機　関　＞
「びしん中小企業支援センター」（本店営業部内、総合相談窓口）
「地　域　業　務　支　援　部」（本部内、相談対応、支援担当）
「営 　　　 　 業　 　 　　店」（営業エリア顧客の相談等窓口）

当金庫は、地域の中小企業の皆様方への経営支援及び経営改善に積極的に取り組むため、以下のとおり取組方針を定め、中小
企業の発展、繁栄及び地域の活性化に貢献してまいります。

1．基本方針
当金庫は、地域金融機関として、また認定経営革新等支援機関として地域の中小企業の皆様方の抱える経営課題及び経営
改善に真摯に向き合い、コンサルティング機能を発揮して課題の解決、改善に向けて外部支援機関との連携を含めたきめの細かい
支援を積極的に行います。
また、支援を通じて地域の中小企業の発展、繁栄に貢献し、地域の活性化に不断に取り組みます。

2．支援体制
中小企業の経営支援の総合的な相談窓口として本店営業部内に「びしん中小企業支援センター」を設置しております。また、本部
専担部署「地域業務支援部」及び営業店においても相談の受付や支援等のサポートを行っております。

中小企業の経営支援に関する当金庫の体制

あいち産業振興機構
プロフェッショナル
人材戦略拠点
愛知モデル参画

9



中小企業支援の取組み

中小企業の経営支援に関する取組み

３．具体的な取組方針
　中小企業の事業価値や将来の成長可能性などを外部支援機関等の第三者的な視点や専門的な知見、機能を活用して的確に
見極め、創業・新事業展開等へのニューマネーの供給や成長段階における更なる飛躍に向けて新たなビジネスマッチングや事業化
を支援するなど、ライフステージに応じた支援に積極的に取り組みます。
（１）創業・新事業展開等への支援

　創業希望者に対し日本政策金融公庫等との連携など、実現性の高い創業・新事業展開等への支援を実施するとともに、
実現性を高めるためのニューマネーの供給に努めます。また、一宮市創業支援事業に係る連携協定に基づき、地域の創業支
援の充実を図ってまいります。

（２）経営課題の解決・改善への支援
　行政や中央機関等の各種中小企業支援ツールの活用により、事業化や技術の向上、ビジネスマッチング、自動車産業
「ミカタプロジェクト」の地域支援拠点を活用した専門家とのマッチング支援、事業承継などの広範にわたる経営課題に対
し、実効性の高いソリューションの提示と実行を支援します。
　また、専門家を交えた経営相談会を定期的に開催するなど、課題解決へのサポートを行います。

（３）経営改善・事業再生への支援
　中小企業活性化協議会や他の認定支援機関をはじめとする専門機関（専門家）と必要に応じて連携を行い、第三者的な
視点や専門的な知見、機能を活用するなど、様々な改善、再生の手法を検討して実効性の高い支援を行います。
　また、定期訪問によるフォローアップを行い、支援の強化を図っております。

（4）事業承継への支援
　地域の小規模事業者等が抱える事業承継といった経営課題に対して、尾西商工会・木曽川商工会・祖父江町商工会・平和町
商工会と日本政策金融公庫及び当金庫が連携し、取組みを行うことで、地域経済を支える裾野の事業者への事業持続性
や活性化に対する支援を行います。

（5）セミナー等の開催
　各種セミナーや勉強会等を積極的に開催し、事業者（お客様）の課題の洗出しや経営改善の手法など、事業者に有益な情
報の提供等を行います。

（6）人材の育成
　地域の事業者の方々や連携機関等と日頃から継続的にコンタクトをとることで、様々な地域情報の収集やノウハウなどの
蓄積を通じて、職員の目利き力の向上に努めます。

1．経営相談に積極的に応じています
地域の中小企業や事業者の皆様が抱える経営課題に対し、積極的に経営相談に応じております。本店営業部内に設置する
総合相談窓口「びしん中小企業支援センター」、本部専担部署「地域業務支援部」及び営業店にて経営相談を受け付けており
ます。

2．中小企業支援ツールを活用した支援を行っています
国の中小企業支援関連予算等において、ものづくり関連やデジタル化・AI導入、新事業・高付加価値事業への進出に対する補

助金などが設けられており、こうした補助金を活用した支援を積極的に実施しております。補助金の申請にあたっては、認定経営
革新等支援機関として各種補助金のＰＲだけでなく、申請希望事業者へのアドバイスや申請書のブラッシュアップ等、申請手続き
全般について、当金庫顧問中小企業診断士などの専門家、専担部署担当者及び営業店担当者による支援を行っております。

3．マッチング支援を行っています
新たな販路開拓やマッチング機会を提供するため、当金庫が主催するビジネスマッチングや外部で開催されるビジネスフェア

への出展等の支援を実施しております。また、当金庫のお取引先事業者の間でのネットワークの構築、他信用金庫や政府系金融
機関と協同した事業者交流会の開催などを実施しております。

４．セミナーや勉強会を開催しています
事業者の皆様にお役に立つ情報の提供を目的として、各種セミナーや勉強会等を積極的に開催しております。

５．経営改善・事業再生への支援に積極的に取り組んでいます
当金庫選定の経営支援先や経営改善・事業再生の相談を受けた先に対し、本部専担部署と営業店による専門家等を活用

した経営改善・事業再生支援を実施しております。
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中小企業支援の取組み

中小企業の経営支援実績（2025年度）

金融仲介機能の発揮に向けた取組みについて

Ａ α β γ δ α/Ａ β/α δ/α

正常先
うちその他要注意先
うち要管理先

破綻懸念先
実質破綻先
破綻先

①
②
③
④
⑤
⑥

小　計（②～⑥の計）
合　計 　　

（単位：先、％）

要
注
意
先

経営改善支援
取 組 み 率

期 初
債 務 者 数

う ち
経営改善支援
取 組 み 先 数

αの う ち 期 末 に
債 務 者 区 分 が
ランクアップした先数

α の う ち
債 務 者 区 分 が
変化しなかった先数

αのうち 再 生
計画を策定して
いる全ての先数

ランクアップ率 再 生 計 画
策 定 率

（注）・期初債務者数及び債務者区分は、2025年4月当初時点のものです。
　　・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含めておりません。
　　・βは、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先数です。
　　 なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者は、αに含めておりますがβに含めておりません。
　　・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が、期末に債務者区分が「うちその他要注意先」へランクアップした場合はβに含めております。
　　・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に拠っております。
　　・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めておりません。
　　・γは、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数です。
　　・みなし正常先については、正常先の債務者数に計上しております。
　　 ・「αのうち再生計画を策定している全ての先数 δ」には、金融機関独自の再生計画策定先のほか、中小企業支援協議会、ＲＣＣ、地域経済活性化支援機構、産業復興機構、東日本大震災事業者
　　 再生支援機構などと連携した再生計画策定先を含めております。

経営改善支援等の取組み

● 受付事業所69先　延べ件数244回
　専門家派遣事業所42先　専門家対応延べ件数126回

中小企業支援ツールを活用した支援　 マッチング支援
● しんきんビジネスフェア　出展企業22社
 キッチンカー出店企業2社
● 2025“よい仕事おこし”フェア　出展企業2社
● 生産性向上に資する個社同士のマッチング支援

 （26件商談　20件成約）
● びしんビジネスマッチングサイト　登録企業32社
● 第4回びしんビジネスマッチング 『つながる、見つかる2025』
 出展企業23社　キッチンカー出店企業4社
 経営相談ブース4ブース
● INPIT知財総合支援窓口　取組先1社
● 自動車産業「ミカタプロジェクト」　取組先7社

金融庁は、金融仲介機能の発揮状況を客観的に評価できる多様な指標として、「金融仲介機能のベンチマーク（以下、「ベンチマー
ク」という。）」を公表しています。当金庫は、これらの指標を活用し、地域のお客様のニーズにお応えするとともに、課題解決に繋がる
本業支援、経営改善支援に積極的に取り組んでおります。
※当金庫のベンチマークについて、詳しくは当金庫ホームページ（https://www.bi-shin.co.jp/）をご覧ください。

● 「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」
　申請1先　採択1先
● 「中小企業新事業進出補助金」申請3先　採択2先
● 「小規模事業者持続化補助金」申請3先　採択3先 
● 「知財金融事業」申請1先　採択1先
● 「伴走型省エネ診断」5先

経営相談

● 企業力向上に向けた助成金活用セミナー
 参加企業31社 
● “稼ぐ力を高め強い中小企業を目指す”施策活用セミナー
　参加企業45社
● 愛知県よろず支援拠点出張セミナー
　参加企業5社

セミナーや勉強会の開催

2,575 
824 
10 
22 
53 
5 

914 
3,489  

2 
24 
2 
4 
0 
0 
30 
32 

2 
21 
2 
3 
0 
0 
26 
28 

0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 

0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 

0 
3 
1 
4 
0 
0 
8 
8 

0.0 
2.9 
20.0 
18.1 
0.0 
0.0 
3.2 
0.9 

0.0 
12.5 
50.0 
100.0 
0.0 
0.0 
26.6 
25.0  
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中小企業支援の取組み

補助金活用支援事例
　補助金申請においては、当金庫では、専門部署や専門家対応による申請サポート、認定後のフォローなど総合的な支援
を実施しています。

●主な支援事例

　当社はメガ・ドン・キホーテ内で魚屋を2店舗経営している小売店です。業界での経験が長く、鮮魚に対する知識や経験に
は自信があります。また、目利き力で選び抜いた品質には大変好評をいただいており、特に刺身のサイズには定評があり
ます。
　当社の入居するスーパーは、業態転換を行ったことにより、客層が若年層に変化しましたが、このことは鮮魚を売りにする
当社には逆風となり、若年層の魚離れを背景に売上が減少しておりました。

　売上を回復させるため、若年化という客層の変化に対応した新商品の開発やPOPの有効活用など展示方法の見直しを検
討していました。また、経費削減の努力を行っていましたが赤字体質から脱却できていない状況でした。
　そのような背景の中で、“びしんさん”から紹介していただいた印刷会社とPOPの開発を実施させていただきました。また、
愛知県信用保証協会の経営支援メニューであるワンポイントアドバイスの活用の提案を受けました。

　専門家との連携では、まずはなんといっても売上を上げたいという当社の希望に対して、フードコーディネーターの派遣を
していただきました。従来は概ね鮮魚販売のみでしたが、フードコーディネーターのアドバイスに基づき、若年層のニーズに合
わせた調理の手間が省ける半加工品や総菜の販売を開始したことやPOP等を活用した展示方法の見直しを実施すること
で、売上は前年同月対比20％増まで繋げることが出来ました。
　たびたび支店長が来店いただき、取組に対する相談やアドバイスをしていただけたことも継続改善できたポイントでした。
　また、この成功には当社の後継者である息子の貢献も大きかったです。総菜開発のコツを掴んだ料理人である息子からの
助言にて総菜メニュー開発を次々と追加しました。このような取組を進める中で、後継者へ良いかたちで会社を引き継ぎた
いという気持ちがより強くなりました。

　次に、収益面での改善にむけ中小企業診断士の派遣をしてい
ただきました。正直、計数管理には苦手意識を持っていましたので
不安でありましたが、初めから様々な経営指標に基づいた計数管
理に対する助言はされず、チェックすべきポイントを絞り込みなが
らかみ砕いてアドバイスいただけました。徐々にではありますが経
営指標に興味を持てるようになり、計数に基づいた経営改善に取
り組むことが出来ました。

　“びしんさん”からは資金繰りの安定支援だけでなく、本業に対
するサポートをしていただけました。このような一連のご支援を通
じて得た経験は、当社にとって非常に意義深いものであり、今後
のサービス展開および事業成長に活かしてまいります。

経営改善・事業再生支援事例およびお客様の声

有限会社魚嶋　代表取締役　五嶋 進 様

●有限会社魚嶋　代表取締役　五嶋 進　様

経営改善・事業再生支援事例
　中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業などの専門家相談窓口と連携し、コンサルティング機能を発揮しつ
つ、経営改善に向けた様々な支援を実施いたしました。

※本取組み事例につきましては、愛知県信用保証協会の「Shake　Hands～広げよう握手の輪～」に優良案件として表彰を受けました。
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地域貢献・社会貢献活動への取組み

交通安全運動の取組み

子供の教育支援の取組み

清掃活動の取組み

環境保護の取組み

川と海のクリーン大作戦

本店営業部にてイタセンパラの飼育展示

金融教育

交通安全啓発活動

金融経済教育支援を目的として、学生を対象とした
「教室」を開講し、生徒たちが店舗で実体験する職場体
験学習や当金庫職員が学校で講義を行う金融出前講座
を実施しています。

信用金庫の日（6月15日）や当金庫創立記念日（10月3日）
には、全役職員が店舗周辺の清掃活動を行っています。
毎年10月には、自然環境の保全のため、イタセンパラが生
息する木曽川流域で実施される「川と海のクリーン大作戦」
に参加し、河川の清掃活動を行っています。

生物多様性の保全に関する普及啓発の取組みとして、イ
タセンパラ（国の天然記念物）を飼育展示しています。
イタセンパラはタナゴと呼ばれる魚の仲間で、世界でも
日本の3ヵ所にしか生息していない大変貴重な生き物であ
り、環境省のレッドリストの中で絶滅危惧IA類に分類されて
います。
また、特定外来生物に指定されているオオキンケイギク
の駆除活動をしています。オオキンケイギクは繁殖力が強く
強健なため、在来種の脅威となっている植物です。

当金庫では、金融仲介機能の発揮にとどまらず、教育、文化、環境（生物多様性の保全を含む）など、地域の活性化につながる活動
に積極的に取り組んでいます。

毎月ゼロのつく日に、街頭でドライバーに対し、安全運転を
呼びかける啓発活動を行っています。
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地域貢献・社会貢献活動への取組み
芸術・文化支援の取組み

地域行事への参加

１３８ひつじプロジェクトについて

びさいまつり

138人ジンギスカンⅪ

親子で学ぼう！環境教室法相宗大本山薬師寺長老加藤朝胤師の法話会

“稼ぐ力を高め強い中小企業を目指す”施策活用セミナー

地元で開催されるお祭りやイベントに参加しています。

「１３８ひつじプロジェクト」は、一宮市において産官学金言民
の連携による地域の経済的・社会的な活性化を図る目的で設
立された「一宮活性化プラン協議会（事務局：尾西信用金
庫）」が推進する地域活性化プロジェクトです。一宮市の主要
産業である毛織物の原材料（ウール）の提供者である「羊」を
テーマとした地域活性化活動を行っています。詳しくは、１３８
ひつじプロジェクトHP（https：//138sheep.net/）をご覧く
ださい。

事務センターに併設しているコミュニティホールやギャラリーでは、講演会や展覧会、コンサートなどを開催しています。
著名人から地域の皆様まで、幅広い分野にわたり、芸術・文化活動の情報を発信しています。
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お客さま満足度向上への取組み

私たちが
コンシェルジュです。

このバッジが目印ですのでお気軽にお声掛けください。

全店舗にコンシェルジュを配置しています
　当金庫では、お客さまのあらゆるご要望に対応するた
め、総合案内係としてコンシェルジュを全店舗に配置すると
ともに、定期的にコンシェルジュ会議を開催し意見交換や
勉強会を実施するなど、常にお客さまにご満足いただけ
るような店舗づくりに努めております。ご相談やお困りな
ことがございましたらお気軽にお声掛けください。いつも
笑顔で元気よく、親身に対応させていただきます。

「SDGs行動宣言」を表明しております
　当金庫では、経営理念に掲げる「地域社会の発展に貢献する」を実現するために、国連が提唱する「持続可能な開発
目標（ＳＤＧs）」に取組み、当金庫の事業活動を通じてＳＤＧsの達成に向けて積極的に取組むことを宣言しています。

お友だち追加でお得なキャンペーン情報や地域の
情報をお届けします。
　掲載のQRコードより登録できますのでご利用くだ
さい。

LINE公式アカウントを開設しています
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コンプライアンス及び顧客保護の取組み

1.　当金庫は、お客さまの知識、経験、財産の状況および当該金融商品の
販売に係る契約を締結する目的に照らして、 適正な情報の提供と商品説
明をいたします。
2.　金融商品の選択・ご購入は、お客さまご自身の判断によってお決めい
ただきます。その際、当金庫は、お客さまに適正な判断をしていただくため
に、当該金融商品の重要事項について説明をいたします。
3.　当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客さまに対し事実と異なる説
明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修等を通じて役職員の知識の
向上に努めます。
4.　当金庫は、お客さまにとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は
行いません。
5.　金融商品の販売等に係る勧誘について、ご意見やお気づきの点等がご
ざいましたら、お近くの窓口までお問い合わせ下さい。 

　当金庫は、「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法
律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守します。

　コンプライアンスとは、一般的に「法令等遵守」と解釈されて
おり、当金庫では、倫理や各種法令のほか、金庫内の諸規定、
社会規範から世間の常識に至るまで広い範囲を含めておりま
す。
　当金庫では、地域のお客さまに信頼される金融機関であるた
め、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つと位置付け、
経営陣を主要なメンバーとして構成される「コンプライアンス
委員会」を中心にコンプライアンス態勢の強化に取り組んでお
ります。また、コンプライアンスの統括部署を本部に設置してい
るほか、全ての部店にコンプライアンス責任者及びコンプライ
アンス担当者を配置し、コンプライアンス態勢の実効性を確保
しております。
　また、当金庫では、コンプライアンスに対する基本方針や行
動規範をまとめた「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、全
ての役職員に配付しております。さらに、具体的な実践計画で
ある「コンプライアンス・プログラム」を毎年度策定し、役職員を
はじめパート・派遣職員に対しても研修や勉強会を繰り返し実
施し、より高い企業倫理の構築とコンプライアンスを重視した
企業風土の醸成に努めております。

　当金庫では、お客さまからの信頼を第一と考え、個人情報お
よび個人番号（以下「個人情報等」といいます。）の適切な保護
と利用を図るために、「個人情報の保護に関する法律（平成15
年法律第57号）」、「行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）」
および「金融分野における個人情報保護に関するガイドライ
ン」、その他個人情報等保護に関する関係諸法令等を遵守する
とともに、個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）を策定し、
適正かつ厳格な管理を行い、正確性や機密性の保持に努めて
おります。また、個人情報等の取扱いに関するお客さまからのご
質問・ご意見・お問い合わせ、更にはご不明な点やご不満な点
についての対応も担当者を設けて適切に取り組んでおります。

　当金庫は、お客さまの安定的な資産形成を図るため、「お客
さま本位の業務運営に関する取組方針」を定めております。具
体的な取組状況について定期的に確認・公表するとともに、本
方針の見直しを行ってまいります。 今後も役職員一人一人が
本方針を遵守して、お客さまの立場に立った商品・ サービスの
提供を行ってまいります。

　業務推進部　
フリーダイヤル ： 0120-102-305、受付時間：平日9時～17時30分
※当金庫の個人情報等の保護に関する取組みについて、詳しくは当
金庫ホームページ（https://www.bi-shin.co.jp/）をご覧ください。

※「お客さま本位の業務運営に関する主な取組状況」および「投資信託の
販売会社における比較可能な共通KPI」および「金融庁「顧客本位の業
務運営に関する原則」との対応関係表」を公表しております。詳しくは、
当金庫ホームページ（https://www.bi-shin.co.jp/）をご覧ください。

■ 個人情報等に関するお問い合わせは…

1.お客さまの最善の利益の追求
・お客さまにとって最善の利益が得られるよう、お客さまのライフサイクル
に応じた商品・サービスの提供に努めてまいります。
・お客さまごとに異なる金融知識・投資経験・資産の状況を把握するよう、
お客さまとコミュニケーションを通じて属性把握や商品選択等の確認に
努めてまいります。
・お客さまにとって安定的な資産形成となるよう長期・分散に適う商品、わ
かりやすい商品の導入に努めてまいります。
・全役職員が上記の取組みにより、高い専門性と職業倫理をもって誠実か
つ公正な業務運営が、企業文化として定着するように努めてまいります。

2.利益相反の適切な管理
・当金庫は、「利益相反管理方針の概要」に則り、営業部門から独立し
た管理部門の設置および責任者の配置を行い、利益相反のおそれが
ある取引の特定および利益相反管理を一元的に行います。

3.手数料等の明確化
・お客さまがご負担いただく手数料やその他費用については、チラシやパ
ンフレットを通じて、内容についてもわかりやすい表現で透明性の向上を
図るよう情報提供に努めてまいります。

4.重要な情報のわかりやすい提供
・お客さまの金融知識・投資経験・資産の状況に加えて金融商品・サービ
スの複雑さやリスクの度合いなど総合的に勘案し、お客さまの理解度
と商品性に応じて、明確、平易であり、誤解を招くことのない誠実な内
容の情報提供に努めてまいります。

5.お客さまにふさわしいサービスの提供
・「金融商品にかかる勧誘方針」を定め、お客さまの金融知識・投資経験・
資産の状況および取引目的を踏まえたうえでお客さまにふさわしい金融
商品・サービスの提案に努めてまいります。
・「中・長期的、安定的な資産形成」の視点を重視し、商品販売後における
アフターフォローの充実に努めてまいります。

6.職員に対する適切な動機づけの枠組み等
・全役職員が商品・サービスの取扱いに対して法令遵守することにより、コ
ンプライアンス意識の醸成が図れる組織風土の形成に努めてまいります。
・職員がお客さまへの「中・長期的、安定的な資産形成」の手助けに興味を
もたせるような社内外の研修や勉強会等を実施してまいります。
・お客さまの多様なニーズにお応えできるように、必要な知識の習得や専
門性の高い能力の向上を図るため、専門資格の取得を推奨しております。

1. 信用金庫の社会的使命と公共性の自覚と責任　
2. 質の高い金融等サービスの提供と地域社会発展への貢献
3. 法令やルールの厳格な遵守
4. 地域社会とのコミュニケーション
5. 人権の尊重　
6. 従業員の働き方、職場環境の充実
7. 環境問題への取組み
8. 社会参画と発展への貢献
9. 反社会的勢力との関係遮断、テロ等の脅威への対応

信用金庫行動綱領

コンプライアンス（法令等遵守）の取組みについて 金融商品に係る勧誘方針

お客さま本位の業務運営に関する取組方針

個人情報の保護について
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マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策の基本方針

金融ADR制度への対応

部 署 名
住 所
電 話 番 号
e メ ー ル
受 付 日 時
受 付 媒 体

（注）祝休日、年末年始などの金融機関休業日を除きます。 （注）祝休日、年末年始などの金融機関休業日を除きます。

名 称
住 所
電 話 番 号

愛知県弁護士会 紛争解決センター
〒460-0001 名古屋市中区三の丸1-4-2
052-203-1777

東京弁護士会 紛争解決センター

03-3581-0031

第一東京弁護士会 仲裁センター

03-3595-8588

第二東京弁護士会 仲裁センター

03-3581-2249
〒100-0013 東京都千代田区霞が関1-1-3

〒103-0028 東京都中央区八重洲1-3-7
03-3517-5825
月曜日～金曜日 9:00～17:00（注）
電話、書面、面談

住 所
電 話 番 号
受 付 日 時
受 付 媒 体

全国しんきん相談所（一般社団法人全国信用金庫協会内）
総合企画部
〒494-8611 一宮市篭屋一丁目4番3号
0120-102-305（フリーダイヤル）
houmu@bi-shin.co.jp
月曜日～金曜日 9:00～17:30（注）
電話、書面、面談、ｅメール

1.運営方針
　　当金庫は、マネロン等の防止に向けた対策を経営上の最も重要な課題の一つとして位置づけ、マネロン等の脅威に対し、組織として適切
　に対応できる管理態勢を構築します。
2.管理態勢
　　当金庫は、マネロン等対策の責任を担う担当役員を任命するとともに、マネロン等対策の主管部署を総合企画部とし、主管部署が関
　係する各部や営業店と連携を図り、マネロン等対策に取組みます。
3.リスクベース・アプローチ
　　リスクベース・アプローチの考え方に基づき、当金庫が直面しているマネロン等に関するリスクを特定・評価し、リスクに見合った低減
　措置を講じます。
4.顧客の管理方針
　　適切な取引時確認を実施し、顧客や取引のリスクに即した対応策を実施する態勢を整備します。また、顧客から定期的な情報収集、取引時
　の記録等から取引実態等を定期的に調査・分析することで、継続的な顧客管理による対応策の見直しを図ります。
5.疑わしい取引の届出
　　営業店等からの報告、またはシステムによるモニタリング・フィルタリングで検知した取引を基に、顧客の属性、取引時の状況等を総合的に
　検証・分析することで、疑わしい顧客や取引等を適切に把握し、当局に速やかに疑わしい取引の届出を行います。
6.資産凍結の措置
　　テロリスト等に対する資産凍結等の措置を適切に実施します。
7.役職員の研修
　　継続的な研修を通じて、役職員のマネロン・テロ資金供与に対する知識・理解を深め、役割に応じた専門性・適合性等を有する役職員の確
　保・育成に努めます。
8.有効性の検証
　　マネロン等対策の管理態勢について、主管部署は営業店等における対策の有効性を定期的に検証し、対策の有効性確保に向けた改善を
　進めます。また、独立した内部監査部門による定期的な監査を実施し、その監査結果を踏まえて、さらなる改善に努めます。
9.顧客からの理解促進
　　顧客からの定期的な情報収集に向けて、当金庫のホームページ、営業店等を活用して、顧客からの理解を得るための周知、広報活動に取組みます。

1．担当部署 2．当金庫以外の苦情等受付機関

当金庫は、お客さまからの苦情等のお申出に迅速、公平かつ適切に対応するため、次のとおり金融ＡＤＲ制度を踏まえ、内部管理態
勢等を整備して苦情等の解決を図り、もって当金庫に対するお客さまの信頼の向上に努めます。

当金庫では、次のとおり苦情等に関する担当部署を設置
しております。

一般社団法人全国信用金庫協会が設置、運営する全国しんきん
相談所をはじめ、各地区のしんきん相談所でも苦情等のお申出
を受け付けております。詳しくは担当部署にご相談ください。

3．弁護士会の紛争解決センター等
愛知県弁護士会の紛争解決センターや東京三弁護士会（東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会）の各弁護士会

が設置、運営する紛争解決センター、仲裁センターで紛争の解決を図ることもできますので、担当部署または全国しんきん相談所へ
ご相談ください。なお、お客さまが直接、各弁護士会に申し立てることもできます。

4．現地調停・移管調停
東京三弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客さまも利用することができます。その際、現地調停または移管
調停の方法により、お客さまのアクセスに便利な東京都以外の弁護士会の仲裁センター等を利用することができます。
なお、利用することができる弁護士会は、あらかじめ東京三弁護士会、全国しんきん相談所または当金庫担当部署にお尋ねい

ただくか、当金庫ホームページ（https://www.bi-shin.co.jp/）をご覧ください。

当金庫は、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与、拡散金融、金融取引の不正利用等（以下、「マネロン等」という。）の防止に
向け、適用される関係法令等を遵守し、業務の適切性を確保すべく、基本方針を次の通り定め、管理態勢を整備します。

17



リスク管理態勢

リスク管理の基本的な考え方

統合的リスク管理の基本方針

統合的リスク管理態勢

統合的リスク管理体制図

内
部
監
査（
監
査
部
）

 統合的リスク

市場リスク 流動性リスク

常務理事会

リスク統括委員会
ALM委員会
リスク検討会

統合的リスク管理統括部署
（総合企画部）

理事会

法務リスク 人的リスク
有形資産リスク

オペレーショナル・リスク
（統括部署：総合企画部）信用リスク

主管部署

融資部

事務リスク
システムリスク

主管部署

資金証券部

主管部署

資金証券部

主管部署

事務部

主管部署

総務部

営業店

各リスク管理担当部署

主管部署

総合企画部

　金融の自由化・グローバル化及び金融技術の高度化等により金融機関を取り巻く環境は大きく変化しており、金融機関が抱える
リスクは一段と多様化・複雑化しております。このような環境下で、当金庫が今後とも地域の皆様から信頼され、経営理念である
“地域社会の発展に貢献する”には、経営の健全性を確保することが重要であると考えております。当金庫では、リスク管理を経営の
最重要課題の一つと位置付け、総合企画部を統合的リスク管理統括部署として、多岐にわたる様々なリスクの把握と適切な管理に
努め、経営の健全性の確保・向上を図っております。

　金融機関の業務には、信用リスク、市場リスク、流動性リスク、オペレーショナル・リスクといった様々なリスクが存在します。当金庫
では、業務やリスクの規模・特性に応じて、リスク・カテゴリー毎に適切なリスク管理を行うとともに、リスクを総体的に捉えて経営
体力（自己資本）と比較・対照することにより、自己管理型のリスク管理である統合的リスク管理を実施しております。また、統合的
リスク管理の実施により、適切なリスクテイクによるリスクに見合った適正な収益を確保するとともに、自己資本の充実に努めており
ます。

　当金庫では、「統合的リスク管理規程」を制定し、統合的リスク管理態勢の整備・確立を図っております。当金庫が抱えるリスクを
一元的に管理する統合的リスク管理統括部署及びリスク・カテゴリー毎に主管部署を設置し、統合的リスク管理の実効性及び相互
牽制機能を確保しております。また、リスク統括委員会、ALM委員会、リスク検討会を設置し、リスク状況の定期的なモニタリング
や、リスク管理に関する事項の協議・検討を組織横断的に実施しております。さらに、内部監査部署による内部監査を実施し、リスク
管理の適切性及び有効性について検証しております。
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　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス資産を含む）の価値が減少
あるいは消滅し損失を被るリスクのことです。
　当金庫では、自己査定の債務者区分及び分類結果等に基づいて信用リスクを把握し、適切なポートフォリオ
管理等に反映させております。また、与信取引における基本的考え方をクレジット・ポリシーとして定め、健全な
倫理観に基づいた行動や判断を行うよう役職員に周知徹底を図るとともに、貸出資産の健全性を維持する
ため、貸出審査部門と営業推進部門を分離し、厳格な審査体制を構築しております。

信
用
リ
ス
ク

信
用
リ
ス
ク

　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、保有する資産・負債
（オフ・バランスを含む）の価値が変動し損失を被るリスク及び資産・負債から生み出される収益が変動し損失
を被るリスクのことです。
　当金庫では、ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）等の手法により市場リスクを計測し、予め定めたポジション枠、
リスクリミット、損失限度額に基づき、市場リスク管理を行っております。また、市場運用に関わる担当をフロント、
ミドル、バックに役割を分離し、相互牽制機能が働くよう体制を整備しております。

市
場
リ
ス
ク

市
場
リ
ス
ク

　流動性リスクとは、市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格で
の取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）と、金融機関の財務内容の悪化等に
より必要な資金が確保できなくなり資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保に通常よりも著しく高い金利
での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）のことです。
　当金庫では、市場の状況と現状の資金繰りの状況を適切に把握し、当金庫の資金調達・運用構造に適応した
流動性リスク管理に努めております。また、資金繰り逼迫度に応じた対応策を定め、状況に合わせ適切に対応
できる態勢を構築しております。

流
動
性
リ
ス
ク

流
動
性
リ
ス
ク

　オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切であること、または外生
的な事象により損失を被るリスクのことです。
　当金庫では、オペレーショナル・リスクを極小化すべきリスクと位置付け、統括部署を設置し、オペレーショナル・
リスクの総合的な管理態勢を整備しております。また、オペレーショナル・リスクを事務リスク、システムリスク
などに分類し、リスク・カテゴリー毎に主管部署を設置して適切なリスク管理に努めております。

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル・リ
ス
ク

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル・リ
ス
ク

▶事務リスク
　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより損失を被るリスクのこと
です。当金庫では、役職員がリスクの所在を認識し適正な事務処理を徹底するとともに、適切な事務指導の実
施、内部監査や店内検査の実施による牽制機能の確保等により、事務リスクの極小化に努めております。
▶システムリスク
　システムリスクとは、コンピュータシステム等の障害、誤作動、システムの不備、不正利用、情報漏えい等によ
り損失を被るリスクのことです。
　当金庫では、不測の事態によるシステムダウンや誤作動に対しても、適切に対応できる態勢を整備すると
ともに、情報資産の保護に関する基本方針（セキュリティポリシー）を定め、システムリスクの適切な管理に努めて
おります。
▶法務リスク
　法務リスクとは法令等違反行為が発生することにより、当金庫に対する信用や信頼の失墜を招き、当金庫が
損失、損害を被るリスクのことです。
▶人的リスク
　人的リスクとは、人事運営上の不公平・不公正（報酬・手当・解雇等の問題）及び差別的行為（各種ハラスメン
ト等）から生じる損失・損害のことです。
▶有形資産リスク
　有形資産リスクとは、災害その他の事象から生じる有形資産の毀損・損害のことです。
※上記以外の外生的な事象等により当金庫が被る損失については統括部署において管理することとしています。

リスク管理態勢

各種リスクと管理基本方針
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総代会制度

総代とその選任方法 2026年3月31日現在
（単位：名）

選任区域 法　人 個　人
会　員　数

合　計 法　人 個　人 合　計
総　代　数

第1区
第2区
第3区
第4区
第5区
合　計

4,882
6,453
6,276
5,126
4,626
27,363

427
622
879
587
954
3,469

5,309
7,075
7,155
5,713
5,580
30,832

14
17
18
11
13
73

2
1
3
1
0
7

16
18
21
12
13
80

③総代候補者氏名を店頭
掲示し、所定の手続きを
経て、会員の代表として
総代を委嘱

①総代会の決議により、会員
の中から選考委員を選任

②選考委員会を開催のうえ、選考基準に
　基づき、選考委員が総代候補者を選考

会　員

決算に関する事項、理事・監事の選任等重要事項の決定

総代会
会員の総意を適正に反映するための制度

（1）総代の任期・定数
総代の任期は3年です。
総代の定数は、60人以上90人以内で、会員数に
応じて各選任区域ごとに定められております。
なお、2026年3月31日現在の総代数は80人で、
会員数は30,832人です。

信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理念に、会員一人ひとりの意見を最大の価値とする協同組織金融機
関です。したがって、会員は出資口数に関係なく、１人１票の議決権を持ち、総会を通じて当金庫の経営に参加することとなります。しか
し、当金庫では、会員数がたいへん多く、総会の開催は事実上不可能です。そこで、当金庫では、会員の総意を適正に反映し、充実し
た審議を確保するため、総会に代えて総代会制度を採用しております。
この総代会は、決算、取扱業務の決定、理事・監事の選任等の重要事項を決議する最高意思決定機関です。したがって、総代会は、
総会と同様に、会員一人ひとりの意見が当金庫の経営に反映されるよう、総代構成のバランス等に配慮し、選任区域ごとに総代候補者
を選考する選考委員会を設け、会員の中から適正な手続きにより選任された総代により運営されます。
さらに、当金庫では、総代会に限定することなく、利用者満足度調査や会員向けアンケートを実施するなど、日常の事業活動を
通じて、総代や会員とのコミュニケーションを大切にし、さまざまな経営改善に取り組んでおります。
なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につきましては、お近くの営業店までお寄せください。

総代会は、会員一人ひとりの意見を適正に反映するための開かれた制度です。

選考委員 総代候補者

総　代
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総代会制度

2総代候補者
の選考

3総代の選任

選考委員が総代候補者を選考

理事長に報告

上記掲示についてホームページに公告（電子公告）

総代候補者の氏名を1週間以上店頭掲示

 ・ 選任区域の会員数の1/3以上の
　 会員から異議の申出があった総代候補者

当該総代候補者が選任区域の総代定数の1/2未満

b 欠員（選考を行わない）

当該総代候補者が選任区域の総代定数の1/2以上

a 他の候補者を選考

 ・ 会員から異議がない場合　または
 ・ 選任区域の会員数の1/3未満の会員から異議の
  申出があった総代候補者

（上記2以下の手続きを経て）

a,bいずれか選択

1総代候補者
選考委員
の選任

異議申出期間（公告後2週間以内）

総代の氏名を店頭に1週間以上掲示

理事長は総代に委嘱

地区を5区の選任区域に分け、各選任区域ごとに総代の定数を定める。

選考委員の氏名を店頭に掲示

総代会の決議により、選任区域ごとに会員のうちから選考委員を委嘱

総代が選任されるまでの手続きについて

（2）総代の選任方法
総代は、会員の代表として、会員の総意を当金庫の経営に反映する重要な役割を担っております。
そこで総代の選考は、総代候補者選考基準（注）に基づき、次の3つの手続きを経て選任されます。
①総代会の決議により、会員の中から総代候補者選考委員を選任する。
②選考委員会を開催のうえ、総代候補者選考委員が総代候補者を選考する。
③上記②により選考された総代候補者を会員が信任する（異議があれば申し立てる）。

（注）総代候補者選考基準
①資格要件
　・当金庫の会員であること
　・就任時点で満80歳を超えていない者
②適格要件
　・総代としてふさわしい見識を有している者
　・良識をもって正しい判断ができる者
　・人格にすぐれ、金庫の理念・使命を十分理解している者
　・その他総代選考委員会が適格と認めた者
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総代会制度

総代名簿（敬称略）　2026年5月31日現在　

総代の属性別構成比　2026年5月31日現在　

第72期通常総代会の決議事項

職 業 別

年 代 別

業 種 別

法人 8.7% 、 法人代表者 75.0% 、 個人事業主 5.0% 、 個人 11.2%

70代以上 42.4% 、 60代 36.9% 、 50代 13.6% 、 40代 6.8%

製造業 40.8% 、 建設業 14.0% 、 卸売業・小売業 14.0% 、不動産業 8.4% 
医療・福祉 5.6% 、 運輸業・郵便業 4.2% 、 その他の業種 12.6% 

第1区（16名）
一宮市（尾西地区）

総代名 就任回数

第2区(18名)
一宮市（葉栗連区・西成連区・

浅井町連区・北方町連区・
今伊勢町連区・奥町連区・
木曽川地区）

総代名 就任回数

第3区(21名)
一宮市（宮西連区・貴船連区・

神山連区・大志連区・
向山連区・富士連区・
千秋町連区・丹陽町連区・
大和町連区・萩原町連区）

総代名 就任回数

第4区(12名)
稲沢市、愛西市、
あま市（旧海部郡美和町・甚目寺町）、
羽島市、各務原市（旧羽島郡川島町）、
岐阜市（旧羽島郡柳津町）、
羽島郡笠松町

総代名 就任回数

第5区（13名）
名古屋市
（西区・中区・北区・中村区・東区）、
江南市、岩倉市、小牧市、
清須市、北名古屋市、
春日井市、西春日井郡、
丹羽郡、その他

総代名 就任回数

19
14
5
5
4
4
4
4
4
4
3
3
2
2
1
1

14
12
11
7
7
5
4
4
4
3
3
3
3
2
2
1
1
1

22
17
16
7
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
3
3
3
3
1
1
1

13
12
10
8
4
3
3
3
3
3
2
1

4
4
4
4
3
3
3
2
1
1
1
1
1

　2026年6月18日（木）開催の第72期通常総代会において、次の事項が付議され、それぞれ原案のとおり承認・可決されました。
報告事項　第72期（2025年4月1日から2026年3月31日まで）業務報告、貸借対照表及び損益計算書の内容報告の件
決議事項　第1号議案　剰余金処分案承認の件
　　　　　第2号議案　会員除名の件
　　　　　第3号議案　理事並びに監事の任期満了に伴う選任の件

（注）業種別の構成比は、法人、法人代表・役員、個人事業主に限っております。

・小川　幸志郎
・中島　幸介 ・浅井　廣樹

・大島　航
・岩村　清司

・服部　昌志
・村川　恭敏
・山口　智幹

・尾崎　一政

・伊藤　昌英
・宮崎　敏明
・菊池　祐
・米本　篤史
・辻　陽介
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当金庫の概要

潤一郎
真 人
純 一
桂 司
智 晶

平 松
吉 田
青 木
野 村
大久保

1　預金業務
当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金等を取り扱っております。

2　貸出業務
（1）貸付

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。
（2）手形の割引

銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形等の割引のほか、電子記録債権の割引を取り扱っております。
3　有価証券投資業務

預金の支払準備及び資金運用のため、国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。
4　内国為替業務

送金為替、当座振込及び代金取立等を取り扱っております。
5　附帯業務

（1）代理業務
　①日本銀行歳入代理店業務
　②地方公共団体の公金取扱業務
　③信金中央金庫等の代理貸付業務

（2）保護預り及び貸金庫業務
（3）有価証券の貸付
（4）債務の保証
（5）公共債の引受
（6）国債等公共債及び投資信託の窓口販売
（7）保険商品の募集業務（保険業法に基づく保険募集）
（8）共済募集業務（中小企業等協同組合法及び中小労災共済法に基づく共済募集）
（9）両替
（10）電子債権記録業に係る業務
（11）確定拠出年金法により行う業務

尾西信用金庫
昭和26年10月3日
一宮市篭屋一丁目4番3号
5,244億円
2,963億円
260名
24店舗

名 　 称
創 　 立
本店所在地
預 　 金
貸 出 金
常勤役職員数
店 舗 数

理 事

理 事

監 事

監 事

監 事

※1

※1

※2

※1 理事 平松 潤一郎及び理事 吉田 真人は、信用金庫業界の「総代会の機能向上策等
に関する業界申し合わせ」に基づく職員外理事です。

※2 監事 大久保 智晶は、信用金庫法第32条第５項に定める員外監事です。

非 常 勤

非 常 勤

非 常 勤

非 常 勤 ・ 員 外

（ 　 　 ）

（ 　 　 ）

（ 　 　 ）

（ 　 　 ）

主要な事業の内容

（ 　 　 ）理 事 長 正 道代 表 理 事 高 間

（ 　 　 ）

（ 　 　 ）

理 事 和 幸総 務 部 長 時 田

（ 　 　 ）専務理事
代 表 理 事
管理担当本部長
兼営業担当本部長

浩 二黒 田

（ 　 　 ）融資担当本部長
融 資 部 長 久 嗣内 藤

常務理事 啓 一岡 島

理 事

業 務 推 進 部 長 和 宏吉 川理 事

■ 役員一覧 2026年6月末現在

■ 概要 2026年3月末現在
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当金庫の概要

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

統

括

課

総 代 会

理 事 会

常 務 理 事 会

理 事 長

専 務 理 事

常 務 理 事

理 事

経 営 委 員 会

コンプライアンス委員会

リスク統 括 委 員 会

A L M 委 員 会

監 事 会

監 査 部

監 査 課

本店営業部 支　　店

営
業
推
進
課

業

務

課

個
人
ロ
ー
ン
課

融
資
二
課

融
資
一
課

事

務

部

事
務
集
中
課

シ
ス
テ
ム
課

事
務
指
導
課

総
合
企
画
部

リ
ス
ク
管
理
課

企

画

課

業
務
推
進
部

融

資

部

資
金
証
券
部

資

金

課

証

券

課

総

務

部

人

事

課

研

修

課

総

務

課

秘

書

課

企
業
支
援
課

地

域

課

地
域
業
務

支

援

部

事
業
承
継
支
援

セ
ン
タ
ー
課

中
小
企
業
支
援

セ
ン
タ
ー
課

マ
ネ
ー
コ
ン
サ
ル

テ
ィ
ン
グ
プ
ラ
ザ

■ 組織図 2026年6月末現在

■ 沿革

昭和26年10月
昭和29年 9 月
昭和29年12月
昭和46年 3 月
昭和47年 9 月
昭和48年 5 月
昭和48年12月
昭和49年11月
昭和51年 1 月

昭和52年 9 月
昭和54年 2 月
昭和55年 9 月
昭和59年 9 月
昭和61年12月
平成 2 年 3 月
平成 3 年 2 月
平成 3 年 6 月
平成 3 年12月
平成 5 年 4 月
平成 7 年 3 月
平成 8 年 1 月
平成 8 年 9 月

蘇東商工信用協同組合設立 
蘇東信用金庫に改組
尾西信用金庫に商号変更
預金100億円達成
貸出金100億円達成
オンライン移行開始
日本銀行と当座取引開始
日本銀行歳入代理店事務取扱を開始（本店）
新本店で営業開始
旧本店を中島支店として営業開始（店舗数10ヵ店に）
初代理事長小川氏逝去に伴い林田理事長就任
名古屋手形交換所直接交換参加
預金500億円達成
貸出金500億円達成
預金1,000億円達成
貸出金1,000億円達成
サンデーバンキング開始（本店、公園通支店）
大野理事長就任
預金1,500億円達成
一宮東支店開設（店舗数20ヵ店に）
尾西市へ高規格救急車寄贈
両替商業務開始（本店）
びしんビジネス株式会社設立
預金2,000億円達成

平成13年10月
平成14年 2 月
平成16年 2 月
平成18年 9 月
平成20年 6 月
平成23年 3 月
平成23年10月
平成23年12月
平成24年 6 月
平成26年 9 月
平成26年10月
平成29年12月
令和 2 年 7 月
令和 3 年 4 月
令和 3 年 6 月
令和 3 年11月
令和 4 年 8 月
令和 5 年 9 月
令和 6 年 6 月
令和 6 年 7 月
令和 6 年10月
令和 8 年 5 月

創立50周年 感謝のつどい挙行
尾西市へ高規格救急車寄贈
神山支店で日曜営業を開始
預金3,000億円達成
武田理事長就任
貸出金1,500億円達成
創立60周年 感謝のつどい挙行
事務センタービル開設
木村理事長就任
預金4,000億円達成
びしんビジネス株式会社解散
伝法寺支店開設
貸出金2,000億円達成
預金5,000億円達成
高間理事長就任
創立70周年 感謝のつどい挙行
名古屋山田支店リニューアルオープン
今西支店を今伊勢支店内へ移転（店舗内店舗方式）
びしんマネーコンサルティングプラザ開設
小信支店を中島支店内へ移転（店舗内店舗方式）
貸出金2,500億円達成
貸出金3,000億円達成

管理担当本部 営業担当本部 融資担当本部
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店舗のご案内 （2026年6月末現在）
名鉄犬山線

名鉄尾西線木曽川

名鉄竹鼻線

名
鉄
名
古
屋
本
線

JR東海道本線愛西市

岐阜市

北名古屋市

名古屋市

春日井市

小牧市

岩倉市

稲沢市

羽島市

一宮市

各務原市

江南市
丹羽郡

清須市

西春日井郡

1

2

3

4

5・22

12
14

15

16

18

19

21

23

6

9

11

20

24

7

8

13

笠松町

あま市

びしんマネーコンサルティングプラザ

●JRセントラルタワーズ内

営業時間は該当施設により異なります。
詳しくは当金庫ホームページ（https://www.bi-shin.co.jp/）
をご覧ください。

9:00～18:00
8:00～21:00

7:00～21:00 8:00～21:00 （　　　　　　　　 ）桜通口キャッシュコーナー
スカイシャトルキャッシュコーナー

8:00～21:00
8:00～21:007:00～21:00

日曜・祝休日

8:00～21:00

平　日取扱業務 土曜日（祝休日除く）

休止 休止

すべてのお取引
ご入金 ※3
お引き出し

店舗内ATMに
準じます※4

店舗内ATMに
準じます※4

その他の金融機関のカード ※2

信用金庫のカード

●名鉄一宮駅
●今西出張所

●中部国際空港ターミナルアクセスプラザ
●一宮市役所
●平和堂牛野店
●バロー一宮西店
●テラスウォーク一宮
●アピタ木曽川店
●イオンモール木曽川
●カネスエ国府宮店
●リ－フウォーク稲沢

※1 都合により、お取り扱いを休止させていただく場合があります。 
※2 金融機関によりお取り扱い時間が異なる場合があります。
※3 ゆうちょ銀行および第二地銀・信用組合・労働金庫の一部のカードがご利用いただけます。
※4 現金でのお振り込みはお取り扱いしておりません。

■ 営業地区

● 一　宮　市
● 稲　沢　市
● 江　南　市
● 岩　倉　市
● 小　牧　市

● 名 古 屋 市
西 　 区
中 　 区
北 　 区
中 村 区
東 　 区

● 愛　西　市
● 清　須　市
● 北名古屋市
● 春 日 井 市

● 西春日井郡
● 丹　羽　郡
● あま市の一部

（旧 海部郡甚目寺町、）  美和町

● 羽　島　市
● 各務原市の一部
（旧 羽島郡川島町）
● 岐阜市の一部
（旧 羽島郡柳津町）
● 羽島郡笠松町

店舗内ATM  ※1

店舗外
キャッシュコーナー  ※1

共同設置
キャッシュコーナー  ※1

■ キャッシュサービス営業時間

岐
阜
県

愛
知
県

10・17
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一宮警察署

大雄会病院真清田神社

一宮市役所

国道155号線
旧
22
号
線

N
松降

〒
N

西友
ピアタウン店

今
伊
勢
駅

酒見神社

新神戸

今伊勢小学校歩道橋
旧
22
号
線

木
曽
川

愛昇殿

マックス
バリュ

奥町宮東
スーパー
三心

尾濃
大橋

玉
ノ
井
駅

西
尾
張
中
央
道

N

旧起街道

篭屋
3丁目

篭屋バス停

N
一宮・大垣線

野
府
川

西
尾
張
中
央
道

三条賀東

又穂町

平
六
通

名塚町

イオンタウン
名西

庄
内
通

N

地下鉄
庄内通駅

萩原下町

萩
原
駅

〒

萩原小学校N

平和堂

県営住宅

郷東

尾張中島
旧起街道

一宮・大垣線

一宮市役所
尾西庁舎

起工高

N

平和堂

祖父江中学校

祖父江町
体育館

祖父江町
郷土資料館

上牧

祖父江高熊N

六
輪
駅

六輪

下起南下起南西

マクドナルド

六輪
グランド

N

国道
155
号線

N

木
曽
川岐

阜
南
濃
線

濃尾
大橋

竹鼻町飯柄

正木町曲利南

はしま清流
スタジアム

一宮・大垣線

佐千原バス停

中島通
3丁目

西島町
5丁目

佐千原

N

国
道
22
号
線

パチンコ
スター

国
府
宮
駅

稲沢市役所 名古屋文理大

N

高御堂

西
尾
張
中
央
道

八幡2丁目
旧起街道

稲荷公園

一宮駅西

N

一宮
駅

N

坂井戸

大野木4丁目赤城町

上小田井名古屋江南線
地下鉄

庄内緑地公園駅
庄内
川

神山支店
一宮市新生一丁目6番6号
☎ 0586-45-6051

4

一宮支店
一宮市大江一丁目13番24号
☎ 0586-72-1256

3

今伊勢支店
一宮市今伊勢町本神戸字無量寺東4番地1
☎ 0586-72-0578

5

木曽川支店
一宮市木曽川町玉ノ井字稲荷浦159番地
☎ 0586-87-3141

14

本店営業部
一宮市篭屋一丁目4番3号
☎ 0586-45-1110

1

名古屋西支店
名古屋市西区又穂町四丁目51番地
☎ 052-522-3211

7

萩原支店
一宮市萩原町萩原字河原崎1524番地2
☎ 0586-68-1271

2

中島支店
一宮市小信中島字川南15番地
☎ 0586-62-2291

10

祖父江支店
稲沢市祖父江町上牧東6番地1
☎ 0587-97-2223

9

平和支店
稲沢市平和町下起中78番地
☎ 0567-46-4111

11

名古屋山田支店
名古屋市西区歌里町220番地
☎ 052-502-3141

8

羽島支店
羽島市竹鼻町狐穴1530番地1
☎ 058-392-1341

13

佐千原支店
一宮市佐千原字新田12番地5
☎ 0586-24-3141

12

稲沢支店
稲沢市稲沢町前田292番地1
☎ 0587-32-1101

6

店舗のご案内 （2026年6月末現在）
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西
尾
張
中
央
道

末広
小学校

住吉
2丁目毛受

メガドンキ

N

N

木
曽
川 歩道橋

旧起街道

ビレッジハウス
石宮

尾西歴史民俗資料館

国道155号線

国
道
22
号
線

南部中学校

浅野小学校

南小渕西
浅野公園東浅野

富士3丁目 白山 N

大山医院

若年

大赤見

両郷町 N

西大
海道

西成小学校

国道22号線

柚木颪
両郷町
4丁目

N

名古屋地方検察庁

本町

裁判所前

旧
22
号
線

一宮
駅

大
里
商
店
街

日下部
大
里
駅

N

木
曽
川
駅

黒
田
駅

新
木
曽
川
駅

木曽川東
小学校

松枝 神明前

N

アピタパワー
木曽川

N

伝法寺中央公園

名神高速道路
国
道
22
号
線

西大門公園

メガドンキ

丹陽小南

青
木
用
水

伝法寺

末広支店
一宮市末広三丁目14番地21
☎ 0586-46-5141

21

小信支店
一宮市小信中島字川南15番地（中島支店内）
☎ 0586-62-2291

17

冨田支店
一宮市冨田字東浦151番地1
☎ 0586-61-1321

18

一宮東支店
一宮市南小渕字貴船691番地1
☎ 0586-81-1811

19

西成支店
一宮市大赤見字八幡北45番地1
☎ 0586-77-4511

15

公園通支店
一宮市公園通六丁目20番地
☎ 0586-72-1511

16

大里支店
稲沢市日下部西町二丁目117番地1
☎ 0587-24-2271

20

今西支店
一宮市今伊勢町本神戸字無量寺東4番地1
（今伊勢支店内）
☎ 0586-72-0578

22

木曽川東支店
一宮市木曽川町黒田字神明前131番地4
☎ 0586-86-1311

伝法寺支店
一宮市伝法寺五丁目3番地9
☎ 0586-76-6911

23

24

びしんマネーコンサルティングプラザ
一宮市和光二丁目1番21号
☎ 0586-25-0052

※都合により、お取り扱いを休止させていただく場合があります。
※びしんマネーコンサルティングプラザにはATMを設置しておりません。

〒
N

西友
ピアタウン店

今
伊
勢
駅

酒見神社

新神戸

今伊勢小学校歩道橋
旧
22
号
線

N

ビバホーム

和光

テラスウォーク

一宮市民会館

国
道
22
号
線

店舗内
ATM

平和堂

県営住宅

郷東

尾張中島
旧起街道

一宮・大垣線

一宮市役所
尾西庁舎

起工高

N

店舗のご案内 （2026年6月末現在）
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商品・サービスのご案内 （2026年6月末現在）

預金業務
内　容 期　間 預入金額

流
動
性
預
金

定
期
性
預
金

普 通 預 金

決 済 用 普 通 預 金

当 座 預 金

貯 蓄 預 金

定 期 性 総 合 口 座
（ ス リ ー ビ ー ン ズ ）

退職金専用定期預金
「ニューセカンドライフ」

一冊の通帳で「受け取る」「貯める」「支払う」「借りる」の４つの機能をご利用いただけます。個人
の方のみがご利用でき、定期預金等を担保に最高300万円までの自動融資が受けられます。

残高により段階金利が適用される預金です。ただし、金融情勢により同一の金利
水準となる場合があります。
まとまった資金の短期運用に便利な預金です。解約する日の２日前までに通知が
必要です。

家庭裁判所の「指示書」に基づいて、預入、追加預入、払出し、定期送金、解約いた
だく預金です。普通預金と無利息型があります。

預入期間中、６ヵ月ごとに利率を見直します。個人の方は、半年複利でもご利用
いただけます。

退職金を６ヵ月以内にお受け取りになられた方が対象です。店頭表示金利に所定の利
率を上乗せしてご提供します。
毎月の給料やボーナスからの天引き積立です。「一般財形」「財形住宅」「財形年金」
があります。
毎月一定の金額を積み立てる貯蓄性の商品です。まとまった資金づくりやライフプラン
など目的に応じた貯蓄に最適です。ご家庭まで集金にお伺いします。
ご高齢の方の判断能力が低下することに備え、ご家族等が受託者となり、代わって財
産を管理・承継するための専用口座です。

通 知 預 金

納 税 準 備 預 金

後 見 支 援 預 金

変動金利定期預金

財 形 預 金

定 期 積 金

出し入れ自由 1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

１万円以上

1円以上

1円以上

1,000円以上

出し入れ自由

出し入れ自由

出し入れ自由

出し入れ自由

税金納付のための預金です。利息は非課税です。

預金保険制度による全額保護の対象となる無利息の普通預金です。

自由に出し入れでき、振込指定口座や自動支払口座としてご利用いただける預金です。

商取引に安全で便利な預金です。手形・小切手がご利用いただけます。

7日以上

1,000円以上

1,000円以上1年以上5年以内
（一部商品は10年）

－

－

－

－ －

預け入れは自由
引き出しは納税時

スーパー定期預金 1,000円以上
1,000万円未満個人の方で期間３年以上は半年複利でご利用いただけます。 １ヵ月以上

５年以内

大 口 定 期 預 金 1,000万円以上大口の資金運用に最適な預金です。

６ヵ月の据置期間経過後はいつでもお引き出しいただける半年複利の定期預金です。

1ヵ月以上
5年以内

１年の据置期間経過後はいつでも支払指定日に必要な額をお引き出しいただける
１年複利の定期預金です。お取り扱いは個人の方のみです。期日指定定期預金 1年以上

3年以内
1,000円以上
300万円未満

退職金のお受取
金額の範囲内１年、３年のいずれか

定 額 複 利 預 金 1,000円以上
1,000万円未満

５年以上
（一般財形は３年以上）

家 族 信 託 信 託 口 口 座
相続信託・暦年信託の信託契約代理店業務をお取り扱いしております（本店営業部）。信 託 契 約 代 理 店 業 務

3年

5年

融資業務

住 宅 プ レ ミ ア ム
カ ー ド ロ ー ン
教 育 カ ー ド ロ ー ン
「 未 来 」

ラ イ フ ス テ ー ジ
応援住宅ローン「安心」

フ リ ー ロ ー ン
「 フ ィ ッ ト 」

しんきんフリーローン

フ リ ー ロ ー ン
「 き ゃ っ す る 」

1年以上
40年以内※
1年以上
30年以内
3ヵ月以上
15年以内

内　容 期　間 融資金額

●事業者向けローン
中小企業専門の金融機関として、事業者の皆様からのご相談に積極的に応じております。
一般貸出（手形割引、手形貸付、証書貸付、当座貸越）以外にも各種制度融資、その他の事業者向け各種ローンをご用意しております。

住
宅
関
連

カ
ー
ド
ロ
ー
ン

消
費
者
ロ
ー
ン

リフォー ム プ ラン

き ゃ っ す る

教 育 プ ラ ン

教育ローン「エール」

ク イ ッ ク ロ ー ン
「 快 速 プ ラ ン 」

カーライフプ ラン

しんきんカードローン

6ヵ月以上
10年以内

住 宅 ロ ー ン 10,000万円以内

5,000万円以内

1,000万円以内

毎月のご返済は利息のみ。事業資金や旧債返済以外の資金で、ご自由にご利用い
ただけます。

教育資金に幅広くご利用可能で、在学期間中の必要資金を一括でご融資可能な
教育ローンです。 

入学金や授業料、教材費などの教育資金としてご利用いただけます。

ロ イ ヤ ル セ ピ ア 3年更新 最高100万円

3年更新 最高100万円

3年更新 最高500万円

1年更新

1年更新

最高300万円

最高500万円

1,000万円以内

1,000万円以内

1,000万円以内

500万円以内

500万円以内

500万円以内

500万円以内

住まいの増改築や修繕等にご利用いただけます。

お客さまの様々なライフイベントに合わせて、ご返済額を設定できます。

～南海トラフ地震対策資金～
耐震リフォーム「まもるくん」 

3ヵ月以上
15年以内 1,000万円以内南海トラフ地震に特化した耐震工事資金專用のリフォームローンです。

毎日の生活に安心の一枚。ショッピングや旅行など、ご自由にご利用いただけます。
（事業性資金を除く。）

お使いみちは自由で、事業資金やおまとめ資金にご利用いただけます。

手続き楽らく、あなたにフィットしたお使いみちでご利用いただけます。

スピーディ審査。専業主婦・パート・アルバイトの方もご利用いただけます。
（事業性資金を除く。）

スピード審査で、どのような資金でもご利用いただけます。

マイカーの購入、車検、運転免許取得などの資金としてご利用いただけます。

※期間は、保証会社により異なります。

◎預金商品、融資商品の詳しい内容につきましては、お近くの店舗にお問い合わせください。

6ヵ月以上
１０年以内

びしん事業所職域サポート契約先で働かれている従業員様向けローン。急なご入用
にもスピード審査でお使いみちは自由です。

職域向け小口ローン
「ドリームパスポート」 50万円以内6ヵ月以上

5年以内

ク イ ッ ク ロ ー ン
「スマイルレディース」 300万円以内女性応援ローン。ライフスタイルに合わせ、お使いみちは自由です。 6ヵ月以上

１０年以内

6ヵ月以上
１０年以内

3ヵ月以上
１０年以内

3ヵ月以上
１6年以内

3ヵ月以上
１6年以内

3ヵ月以上
１０年以内

マイホームのご購入、新築、増改築などにご利用いただけます。

入学金や授業料、教材費などの教育資金にご利用いただけます。

お使いみちは自由で、専業主婦、パート・アルバイトの方も、ご利用いただけます。
（事業性資金を除く。）
当金庫で住宅ローンをご契約の方専用のカードローンです。
（事業性資金を除く。）

28



商品・サービスのご案内 （2026年6月末現在）

証券業務

個人向け国債（変動10年、固定5年、固定3年）の新発債をお取り扱いしております。

多様な商品を取り揃え、お客様の資産運用ニーズにお応えしております。

国 債 の 窓 口 販 売
投資信託の窓口販売

内　容

共済業務

自動車保険等に加入しているが、それだけではカバーできない費用の補償に備える共済です。

ケガ等の補償に備え、安全で快適な職場づくり、福利厚生の充実を目的とした共済です。

自動車事故費用共済
日 本 フ ル ハップ

内　容

確定拠出年金業務

三井住友海上個人型401kプランをお取り扱いしております。個人型確定拠出年金（iDeCo）
内　容

為替業務
内　容

パソコンや専用端末機などを利用してオフィスやご家庭で振込・振替・残高照会のお取引ができます。

全国の信用金庫、銀行、信用組合、農協などのご指定口座にご送金・お振込ができます。

ATMからもお振込がご利用いただけます。

毎月または指定月のご希望の一定日に、ご指定金額をご指定口座にお振込します。

公共料金（電気料・電話料など）や保険料などをご指定口座からお支払いします。

各種年金、給与やボーナス、株式配当金などをご指定口座でお受取りできます。

エレクトロニックバンキング（EB）
送 金 ・ 振 込
ATM振込サービス
自動振込サービス
自 動 支 払
自 動 受 取

保険業務

個人年金（定額）、一時払終身保険、全期前納払終身保険、定期保険をお取り扱いしております。

医療・がん保険をお取り扱いしております。

生 命 保 険
医 療 保 険

内　容

しんきんグッドすまいる
（長期火災保険）
しんきんグッドサポート
（債務返済支援保険）
標 準 傷 害 保 険
事 業 性 保 険
GKすまいの保険

損
害
保
険

住宅ローンをご利用されるお客様へ、安心もあわせてお届けする住宅火災保険です。
幅広い補償内容でご納得いただける保険料がポイントです。

住宅ローンをご利用されているお客様へ、安心をお届けする保険です。
ケガや病気で働けなくなった期間の返済をバックアップします。

もしもの時のケガに備えて安心をお手頃な保険料で提供いたします。

簡単なお手続きと納得の保険料水準で事業活動にかかわる施設、業務、生産物などの賠償リスクを1つの保険で補償します。

アパート・マンションなど事業性収益物件に付保する火災保険です。

その他の業務
内　容

当金庫の年金アドバイザーがご相談にお応えします。

皆様のご相談に専門家がお応えします。

皆様のご相談に専門スタッフがお応えします。

預金証書、権利証、株券などの重要書類、貴重品を安全、確実にお預かりします。

営業時間終了後、売上金などをお預かりし、翌営業日にご指定の預金口座に入金します。

全営業店にて昼休業を導入しております。（休業時間11：30～12：30）

年 金 相 談
税 務 相 談
多 重 債 務 相 談
貸金庫・保護預り
夜 間 金 庫
昼 休 業 導 入 店 舗

キャッシュカードサービス

デビットカードサービス

クレジットサービス

融資・資産運用相談

カ
ー
ド
サ
ー
ビ
ス

相
談
業
務

本店、支店およびマネーコンサルティングプラザでは、融資や資産運用の相談業務を行っております。
なお、マネーコンサルティングプラザは、休日も営業しており、定休日は毎週水曜、祝日、年末年始（12月31日～1月3日）、8月
13日～8月16日となっております。定休日については当金庫ホームページ（https://www.bi-shin.co.jp/）をご覧ください。

※海外へのご送金は、信金中央金庫へお取り次ぎしております。

びしんの全店、全国の信用金庫、ゆうちょ銀行のキャッシュコーナーでご入金・お引き出しができます。
また、全国の銀行、信組、労金、農協などでもお引き出しができます。

びしんのATMでクレジットカードによるキャッシングサービスがご利用いただけます。
また、カード利用代金の自動引き落しもお取り扱いします。

デビットカードサービス加盟店でびしんの普通預金キャッシュカードがご利用いただけます。

そ
の
他
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手数料一覧 （2026年4月1日現在）
※手数料は10%の消費税を含めて表示しております。

同一店内

当金庫本支店あて

他金融機関あて

当金庫本支店あて
他金融機関あて

振込・送金・代金取立
220円
440円
660円
880円

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

※1 ご利用カード、ご利用時間帯により、別途ATM利用手数料が必要です。
※2 即日入金扱いは、当金庫あて及び他金融機関あてともに無料となります。
※3 取立費用が1,100円を超えるときは所要実費となります。

電信・文書
扱い

他金融機関
あて

当金庫内

為替自動振込
手数料

その他
為替手数料

送金手数料

給与振込手数料

取立手数料

窓口扱い

110円
330円
550円
770円

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

当金庫内

無料
無料
374円
550円

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

当金庫内

無料
無料
264円
440円
220円
330円
440円
550円
594円
770円
550円
880円
無料
110円
無料
55円
220円
880円
1,100円
1,100円
1,100円
1,100円

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
一律
一律

当金庫内

他金融機関あて

他金融機関あて

他金融機関あて

EB扱い

依頼書窓口扱い

WEB-FB

振込手数料

融資関係

入金帳
550円1冊（50枚）普通預金入金帳

※2

送金・振込組戻料
不渡手形返却料
取立手形組戻料・取立手形店頭呈示料 ※3

ATM手数料 ※1

（8：45までは220円）

（8：45までは220円） （9：00までは220円）

（9：00までは220円）

※1 他金庫と共同運営しているキャッシュコーナーでは異なる手数料が適用される場合があります。
※2 一部の第二地銀・信用組合・労働金庫のカードがご利用いただけます。
※3 利息制限法の改正により手数料が変わることがあります。
※4 クレジットカードのご返済は一部の提携クレジットカードでご利用いただけます。

入金
引出
入金
引出
入金 ※2
引出

入金

引出

キャッシング
返済 ※4

18：00以降

110円
110円
220円
220円

220円

220円

110円

14：00以降

110円
110円
220円
220円

220円

220円

110円

終日

110円
110円
220円
220円

220円

220円

110円

当金庫のカード

他の信用金庫の
カード
その他の金融機関の
カード ※3

ゆうちょ銀行のカード
※3

提携クレジットカード

14：00まで

無料
無料
110円
110円
110円

110円

無料

18：00まで

無料
無料
110円
110円
110円

110円

無料

終日無料
終日無料

終日無料

平　日区　分 土曜日（祝休日を除く）日曜・祝休日

新規
取扱時
※4

上記以外の担保設定の変更 ※1
発行手数料（１通ごと）※2

プロパー消費者ローン
目的型消費者ローン（フリーローンを除く）
住活ローン

当金庫以外の場所にて当庫職員が
同席交付をする場合

特約期間
終了時

上記以外
※1 極度額増額・追加担保設定とそれ以外の担保設定の変更を同時に行う場合は、それぞれ
　　の手数料が必要です。
※2 住宅資金は除きます。
※3 県・市の制度融資を除く全ての証書貸付に適用します。
※4 不動産担保を設定する場合は別途「不動産担保取扱手数料」が必要です。
※5 当初取組時から契約内容の変更がなく、基準金利で継続した場合に適用します。
※6 当初取組時から契約内容の変更があり、新たに契約書を締結した場合に適用します。

33,000円
33,000円
55,000円
33,000円
22,000円
11,000円
5,500円
無料

5,500円

固定金利選択型で固定金利適用期間の場合
上記以外
固定金利選択型で固定金利適用期間の場合

一部繰上返済

残存期間10年以上
残存期間7年以上10年未満
残存期間5年以上7年未満
残存期間3年以上5年未満
残存期間3年未満

証書貸付の
条件変更
手数料 ※1

※1 保証会社付の消費者ローンを除く全ての証書貸付に適用します。
※2 当金庫または信用保証協会の完済条件付新規融資を実行する場合は不要です。
※3 次のいずれかに該当する場合は不要です。
　　①一部繰上返済に伴い返済金額や返済期間が変更される場合
　　②当金庫（債務者からの申出以外）と信用保証協会の稟議に基づき実行する場合

返済条件変更（金利変更を含む） ※3

不動産担保
取扱手数料

事務取扱
手数料
※3

新規設定額（極度額）
1件につき

主債務の履行状況に関する
情報提供書発行手数料

2020年4月1日以降
新規取組融資対象 1件につき 11,000円

3,000万円以下
3,000万円超5,000万円未満
5,000万円以上1億円未満
1億円以上2億円未満
2億円以上
信用保証協会付の場合は一律

債務者変更

解除証書
不動産担保解除
（全部・一部解除）

住宅ローン
（当庫扱い）

住宅ローン（しんきん保証基金・全国保証）
賃貸物件ローン

固定金利選択
（ただし新規契約時は不要）
変動金利を選択された場合 ※5

1,000万円未満
1,000万円以上～2,000万円未満
2,000万円以上～3,000万円未満
3,000万円以上～4,000万円未満
4,000万円以上

変動金利を選択された場合 ※6
変動金利を選択された場合

設定額に関わらず1回につき
（ただし、新規設定時の追加条件
を履行する場合は除きます。）

固定金利型

極度額増額・
追加担保設定等

33,000円
44,000円
55,000円
88,000円
110,000円
33,000円

33,000円

55,000円
33,000円
5,500円

11,000円

11,000円
1,100円
55,000円
110,000円
220,000円
385,000円
550,000円
660,000円
55,000円
220,000円

無料
5,500円

5,500円

33,000円

上記以外
全額繰上返済
※2

現金

キャッシュ
カード
※1

ATM
扱い

電子交換所扱い

個別取立

当金庫内
他金融機関あて
当金庫内
他金融機関あて
当金庫内
他金融機関あて

個人情報開示手数料
1,100円

1,100円

1,100円
1,100円
2,200円
1,100円

1名につき

左記一括

指定日ごと
1口座ごと
1口座ごと
1項目ごと

氏名、住所、生年月日、電話番号、勤務先情報 ※2、
第三者提供記録
取引残高（科目、口座番号、取引番号）

取引履歴 ※3

上記以外の情報
※1 書面・電磁的記録とも同一の金額を適用します。
※2 勤務先情報は、勤務先名または職業、電話番号等が含まれます。
※3 普通預金NB集約分の履歴は除きます。

事務取扱手数料（基本手数料）
※1

10年まで、1年分ごと（暦月単位）
10年超、10年超過1年分ごと（暦月単位）
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手数料一覧 （2026年4月1日現在）
※手数料は10%の消費税を含めて表示しております。

501枚以上
（以降500枚ごとに）※枚数の端数は切上げ

1,100円
550円

※ 実質的な両替とみなされる取引も対象となり、窓口両替手数料表記に準じ、有料となる
　 場合があります。
※ 納税、募金、寄付金、定期預金（積金）の作成、定期積金の入金については無料です。

1～50枚
51枚～500枚硬貨による入金・

振込の取扱手数料

無料
550円

硬貨による入金・振込の取扱手数料

でんさいサービス

1通につき

※1 基本料は利用店舗単位に必要となります。  ※2 割引の場合を除きます。

２，20０円
１，10０円
２20円
５50円
無料
220円
220円
220円
220円
220円
220円

１，10０円
２，20０円

無料
3,300円
４，40０円
2，20０円
2，20０円

無料
無料

4,400円

債務者利用
債権者利用
当金庫内
他金融機関あて

月額基本料 ※1

発生記録請求

電子証明利用料
譲渡記録請求
分割譲渡記録請求
割引に伴う譲渡記録請求
保証記録請求（譲渡記録請求に随伴しない場合）
支払等記録請求（口座間送金決済以外）
変更記録請求
金庫代行処理による上記各種請求 ※2
書面による変更記録請求（訂正・回復）

開示請求

残高証明書発行

貸倒引当金繰入事由に係る証明書
各種請求取消請求
各種諾否請求
特定記録機関変更記録

1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき
1件につき

書面による特別開示請求
都度発行方式
定例発行方式

1,320円

550円
770円

1回につき 55円
無料

11,000円
3,300円

月額 3,300円

5,060円

88,000円

16,500円

3万円未満
3万円以上

年間
払込保管金×（2.5/1,000）×1.10
他に受付票1通につき  5円×1.10

他金融機関あて納付書1枚につき

チャージ金額が15,000円未満
チャージ金額が15,000円以上
口座開設取扱手数料
2年目以降の口座管理手数料(毎年)
登録式振込依頼書（給与・総合・
当日振込）への登録及び印字

相続時口座照会の
1取引あたりの手数料

家族信託信託口
口座開設取扱手数料
破産管財人等
口座開設手数料 ※4

保護預り手数料 ※1
株式払込金
保管手数料

地方税取扱手数料

電子マネーチャージ
利用手数料 ※2

後見支援預金
取扱手数料

登録式振込サービス

相続時
口座照会手数料

信託口
口座開設手数料

管理用
口座開設手数料 ※3

その他

※1 「個人向け国債」の保護預りについては無料です。
※2 パケット通信料はお客さまの負担となります。
※3 破産管財人・相続財産管理人・相続財産清算人・遺言執行者名義および管理用口座として
　　作成する口座が対象となります。
※4 既存口座を名義変更する場合も含みます。

確認書発行手数料
相談会参加料

認定経営革新等支援機関発行分
補助金個別相談手数料 ※1

500万円以下
500万円超1,000万円以下
1,000万円超2,000万円以下
2,000万円超3,000万円以下
3,000万円超4,000万円以下
4,000万円超5,000万円以下
5,000万円超

経営支援

※1 初回公募期間は無料。1案件2回目以降の公募については、1公募期間につき有料となります。

11,000円
5,500円
22,000円
55,000円
110,000円
220,000円
330,000円
440,000円
550,000円

各種補助金採択先
取扱手数料 交付決定金額

エレクトロニックバンキング（EB）
2,200円
1,100円
2,200円
無料

2,200円

個人・個人事業者
法人

ANSER（アンサー）
HB（ホームバンキング）
WEB-FB

IB（インターネットバンキング）

※ アンサーおよびホームバンキングについては口座ごとに手数料がかかります。

基本料金（月額）※

帳票等発行手数料
複写・帳票等1枚につき 10円×枚数×1.10（円未満切捨て）

13,860円
13,860円
20,460円
26,400円
30,360円
40,920円
13,200円
27,060円
36,960円
8,250円
16,500円

貸金庫・夜間金庫

基本料金（月額）
入金帳代金1冊（50枚）

貸金庫手数料
（年間使用料）

第1種
第2種
第3種
第4種
第5種
第7種
60mm以下
100mm以下
150mm以下

半自動式

全自動式
深さ

夜間金庫手数料

1,100円
1,100円
1,100円

1冊につき
1通につき
1枚につき

預金通帳 ※
預金証書 ※
各種カード ※

通帳・証書等の再発行

再発行手数料

集金代行サービス
基本手数料 データ持込みの都度 2,200円

1～50枚

501枚以上

※ 新札、低額金額から高額金額への両替も対象となります。
※ 硬貨を金種指定した出金も対象となります。

窓口両替
手数料

窓口両替手数料
（当金庫に口座をお持ちのお客さまは1日1回まで無料）

（以降500枚ごとに）※枚数の端数は切上げ

51～500枚

1,100円
550円

550円
550円

550円
880円
1,100円
2,200円
11,000円
1,100円

残高証明書(金庫所定用紙) ※
上記証明書で郵送扱いの場合
残高証明書(金庫所定外用紙) ※
残高証明書(監査法人調査) ※
融資証明書
払戻証明書発行手数料(預貯金の仮払制度）

1通につき
1通につき
1通につき
1通につき
1通につき
1通につき

証明書発行手数料

各種証明書の発行

※ 預金と融資の証明書を同時申込みの場合は1通分とみなします。

※ 手続き申請後、発見された場合でも手数料の返戻はいたしません。
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財務諸表

■ 貸借対照表

現 　 　 　 金
預 け 金
買 入 金 銭 債 権
有 価 証 券
国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券
貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
信 金 中 金 出 資 金
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
その他の有形固定資産
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
（うち個別貸倒引当金）
資 産 の 部 合 計

（ 資 産 の 部 ）

資産の部 （単位：百万円）

科　　目

負債及び純資産の部 （単位：百万円）

（ 負 債 の 部 ）
預 金 積 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金
借 用 金
借 入 金
そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給 付 補 填 備 金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
払 戻 未 済 持 分
リ ー ス 債 務
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 負 債
賞 与 引 当 金
役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金
普 通 出 資 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
特 別 積 立 金
（うち圧縮積立金）
当期未処分剰余金

会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

科　　目第72期
2026年3月31日現在

第72期
2026年3月31日現在

第71期
2025年3月31日現在

3,775
138,661

10
101,013
23,310
30,040
20,734
547

26,381
296,365

171
30,782
253,947
11,464
4,542
175
2,512
671
1,183
4,054
2,162
1,583
79
229
84
46
37
209
1,733
129

△ 1,515
(△1,301)
549,065

第71期
2025年3月31日現在

3,528
182,798

21
85,159
11,079
34,890
10,898
544

27,746
261,776

189
26,842
227,547
7,197
3,314
221
2,512
448
132
4,162
2,213
1,583
139
224
96
59
37
140
1,880
134

△ 1,348
(△1,156)
541,666

519,367
5,869

262,943
1,751
1,980

231,723
12,355
2,743
6,500
6,500
1,390
296
226
6

189
195
3
1

150
0

320
167
116
18
87
134

527,782

1,373
1,373
17,098
846

16,251
13,765
(25)

2,485
18,471
△ 4,587
△ 4,587
13,884
541,666

524,474
6,478

262,148
1,847
2,010

235,780
13,349
2,860
6,500
6,500
1,593
275
383
8

488
235
4
1
86
0

110
156
138
2
84
129

533,080

1,648
1,648
18,519
935

17,584
13,765
(25)

3,818
20,167
△ 4,182
△ 4,182
15,985
549,065
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財務諸表

■ 損益計算書

■ 剰余金処分計算書

2026年6月18日開催の第72期通常総代会で報告を行った貸借対
照表、損益計算書及び承認を得た剰余金処分計算書は、信用金庫法
第38条の2第3項の規定に基づき、五十鈴監査法人の監査を受けて
おります。

2025年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計
算書（以下、「財務諸表」という。）並びに財務諸表作成に係る
内部監査等について適正性・有効性等を確認しております。

2026年6月19日
尾西信用金庫

理事長

経 常 利 益
特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益
特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰越金（当期首残高）
当 期 未 処 分 剰 余 金

（単位：千円）

科　　目

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息
役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
その他の役務収益
そ の 他 業 務 収 益
外 国 為 替 売 買 益
国債等債券売却益
その他の業務収益
そ の 他 経 常 収 益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
その他の経常収益
経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
給付補填備金繰入額
役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
その他の役務費用
そ の 他 業 務 費 用
国債等債券売却損
国債等債券償還損
国 債 等 債 券 償 却
その他の業務費用
経 費
人 件 費
物 件 費
税 金
そ の 他 経 常 費 用
貸倒引当金繰入額
株 式 等 売 却 損
そ の 他 資 産 償 却
その他の経常費用

（単位：千円）

科　　目

監査報告書

財務諸表の正確性に係る内部監査の有効性を確認した旨の
代表者署名

第71期
自　 2024年4月 1 日
至　 2025年3月31日

第72期
自　 2025年4月 1 日
至　 2026年3月31日

第72期
自　 2025年4月 1 日
至　 2026年3月31日

第71期
自　 2024年4月 1 日
至　 2025年3月31日

科　　目

当 期 未 処 分 剰 余 金
剰 余 金 処 分 額
利 益 準 備 金

繰越金（当期末残高）

（単位：円）

普通出資に対する配当金

第71期
自　 2024年4月 1 日
至　 2025年3月31日

7,713,065
6,594,957
4,487,281
1,041,771
1,011,124
54,779
567,943
202,855
365,087
48,757
-

3,115
45,642
501,407
107,419
380,079
13,908

5,663,241
355,808
352,958
2,850

738,531
113,239
625,291
906,219
126,538
756,548
22,800
331

3,408,245
2,003,157
1,259,416
145,671
254,437
167,057
61,917
1,400
24,062

6,912,118
5,834,958
3,793,646
777,469
1,219,566
44,276
566,349
196,330
370,019
58,695

74
-

58,620
452,114
2,240

449,449
424

5,623,749
112,783
111,206
1,576

742,506
111,719
630,786
626,363
291,996
286,764
47,370
232

3,446,876
2,082,388
1,220,822
143,665
695,219
46,914
570,654
1,582
76,068

2,049,824
-
-

456
456

2,049,367
593,437
△ 2,982
590,455
1,458,912
2,359,551
3,818,463

1,288,368
548
548

24,254
24,254

1,264,662
348,701
25,215
373,917
890,745
1,595,120
2,485,865

3,818,463,613
191,001,785
145,891,233
45,110,552

3,627,461,828

2,485,865,910
126,314,622
89,074,548
37,240,074

2,359,551,288

第72期
自　 2025年4月 1 日
至　 2026年3月31日

（年3％） （年3％）
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財務諸表

■ 第72期 貸借対照表の注記事項
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価
証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等について
は移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物
（建物附属設備を除く。）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額
法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建　物　 10年～50年
　その他　　 2年～50年

無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフ
トウェアについては、金庫内における利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を
耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決
めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及び

それと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載
されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認
められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。
上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計

上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における
平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証

による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ
の金額は553百万円であります。

賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度
に帰属する額を計上しております。

退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業
年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。なお、数理計算上の差異の
費用処理方法は次のとおりであります。
数理計算上の差異：各発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（8年）による定率法により翌

　　　　　　　　　 期から費用処理
また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に

加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年
金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれ

らに関する補足説明は次のとおりであります。
①　制度全体の積立状況に関する事項（令和7年3月31日現在）
      年金資産の額  1,796,855百万円
　　年金財政計算上の数理債務の額
　　と最低責任準備金の額との合計額 1,828,746百万円
　　差引額  △31,890百万円
②　制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和7年3月分）0.2875％
③　補足説明
　　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高127,306百万円及び別途積立金

　　95,415百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間14年7月の元利均等定率
　　償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金51百万円を費用処理
　　しております。
　　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定される

　　ため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見
積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将
来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額を計上しております。

偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上し
ております。

役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の
受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち、受入為替手数料は、為替業務から収受する受
入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基づくものと、輸出・輸入手数料、外国為替送金手数料
等の外国為替業務に基づくものがあります。
為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足されるため、原

則として、一時点で収益を認識しております。

固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財
務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
【貸倒引当金】1,514百万円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として7.に記載しております。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定

における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
なお、個別貸出先の業績変化や経済環境の変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、

翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額50百万円

理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務は該当ありません。

有形固定資産の減価償却累計額6,388百万円

有形固定資産の圧縮記帳額37百万円

注１.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

　
　
　
　

　

　

10.

11.

12.

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

21.

22.

23.

24.

25.

信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債
権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証している
ものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国
為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されてい
る有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　 1,765百万円
危険債権額　　　　　　　　　　　　　　 1,829百万円
三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　　 －百万円
貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　　 565百万円
合計額　　　　　　　　　　　　　　　　 4,160百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事
由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に

従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ず
る債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破

産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入
れた商業手形等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金
額は171百万円であります。

担保に供している資産は次のとおりであります。
　担保に供している資産
　　有価証券　　　14,531百万円
　担保資産に対応する債務
　　預金　　　　　　  153百万円
　　借用金　　　　   6,500百万円
上記のほか、為替決済の取引の担保として、預け金5,000百万円、信金中金借入金取引の担保として預け

金1,000百万円を差し入れております。また、その他の資産のうち保証金は119百万円であります。

出資１口当たりの純資産額4,849円64銭

金融商品の状況に関する事項
（1）　金融商品に対する取組方針
　　　  当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
　　　 このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしてお
　　 ります。
（2）　金融商品の内容及びそのリスク

　　 当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目

　　的で保有しております。
　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されており

　　ます。
　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。

（3）　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスクの管理
　　　当金庫は、融資事務取扱規定及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別

　　　案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信
　　　管理に関する体制を整備し運営しております。
　　　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に常務理事会や理事会

　　　を開催し、審議・報告を行っております。
　　　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資金証券部において、信用情報や時価の把握を定期

　　　的に行うことで管理しております。
②　市場リスクの管理
　（ⅰ) 金利リスクの管理
　　　  当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　　　   市場リスクに関する管理規程において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、常務理

　　　　事会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　　　　日常的には総合企画部と資金証券部が協働して、金融資産及び負債の金利や期間を総合的に

　　　　把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで常務理事会
　　　　に報告しております。
　(ⅱ) 為替リスクの管理
　　　  当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
　（ⅲ) 価格変動リスクの管理
　　　 有価証券を含む市場運用商品の保有については、理事会の監督の下、市場リスク管理規程及び

　　　　資金運用規程に従い行われております。
　　　　このうち、資金証券部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定の

　　　　ほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　　　　当金庫で保有している株式の一部は、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場

　　　　環境や財務状況などをモニタリングしています。
　（ⅳ) 市場リスクに係る定量的情報
　　　　当金庫において、金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」、「貸出

　　　　金」、「預金積金」であり、為替リスク及び価格変動リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「有価
　　　　証券」であります。
　　　　当金庫では、市場リスク量を月次で計測し、市場リスク量がリスク限度枠の範囲内となるよう管

　　　　理しております。なお、令和8年3月31日（当事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リスク量（損
　　　　失額の推計値）は、全体で△247百万円です。
　　　　市場リスク量は、VaRで算出しており、VaRは分散共分散法（保有期間60日（有価証券）または

　　　　240日（「預け金」、「貸出金」、「預金積金」等）、信頼区間99％、観測期間5年）を採用しております。
　　　　ただし、VaRは、過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク

　　　　量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉
　　　　できない場合があります。
③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　当金庫では、流動性リスクに関する管理規程に基づき、当金庫の資金調達・運用構造に適応し

　　　た流動性リスクの管理体制を整備し、運営しております。
　　　日常の管理として、支払準備率や預金残高動向等のモニタリング管理により資金繰り状況を把

　　　握・管理しております。
　　　また、緊急時に備えて、アクションプランを取りまとめた危機管理計画を策定しており、万一の状
　　況においても支払準備に万全を期しております。
④　リスクの報告体制
　　　当金庫では、各種リスクの状況について、担当部署より理事会、常務理事会、リスク統括委員会へ

　　　定期的に報告しております。
（4）　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ
　た場合、当該価額が異なることもあります。

　金融商品の時価等に関する事項
　令和8年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の
算定方法については（注１）参照）。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりませ
ん（（注２）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
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その他有価証券

　当事業年度中に売却したその他有価証券

　減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価

　証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認めら
　れないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失
　として処理（以下「減損処理」という。）しております。
　当事業年度における減損処理額は、22百万円（うち、社債22百万円）であります。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりとしております。
　１．時価のある銘柄
　①　期末時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は、「著しい下落」とする。
　②　期末時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落した場合は、過去１年間の平均時価（終値）が

　　　30％以上下落したものについて「著しい下落」とする。ただし、債券については、平均時価の下落率が
　　　30％未満であっても、信用リスクの急激な増大が認められる場合は「著しい下落」とする。
　２．市場価格のない株式等及び組合出資金と認められる銘柄
　　原則として、実質価額が取得原価に比べ50％以上下落した場合は「著しい下落」とする。

　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、
　契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま
　す。これらの契約に係る融資未実行残高は、34,134百万円であります（総合口座を含まない）。このうち契約残
　存期間が１年以内のものが15,606百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

　も当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の
　変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極
　度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有
　価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業
　況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。
　　繰延税金資産
　　　その他有価証券評価差額金
　　　貸倒引当金
　　　賞与引当金
　　　役員退職慰労引当金
　　　その他
　　繰延税金資産小計
　　評価性引当額
　　繰延税金資産合計
　　繰延税金負債
　　　前払年金費用
　　　固定資産圧縮積立金
　　　その他
　　　繰延税金負債合計
　　繰延税金資産の純額

　企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和２年３月31日）に基づく契約資産等の金額は、
　他の資産等と区分表示しておりません。当事業年度末の契約資産、顧客との契約から生じた債権及び契約
　負債の金額は、それぞれ以下のとおりであります。
　　　契約資産　　　　　　　　　　　  －百万円
　　　顧客との契約から生じた債権　　  17百万円
　　　契約負債　　　　　　　　　　　  －百万円

　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
　
　　出資１口当たり当期純利益金額484円26銭

　　当事業年度における顧客との契約から生じる収益は、573,118千円であります。

1,634
519
43
38
175
2,410
△604
1,805

58
10
3
72

1,733

百万円

27.

28.
　　

29.

　

30.

31.

注1.

2.

3.

（単位：百万円）
  　  　

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　小計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　小計

貸借対照表計上額 取得原価 差額種類

合　計

247
47
－
－
47

10,306
10,601

－
61,160
16,411
23,299
21,449
15,533
76,694
87,295

426
67
－
－
67

11,815
12,309

－
54,708
16,008
18,033
20,667
14,461
69,169
81,479

179
19
－
－
19

1,508
1,708

－
△6,452
△403
△5,266
△782
△1,072
△7,524
△5,816

（単位：百万円）

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
225
3,642

－
1,229
2,412
5,255
9,123

18
－
－
－
－

365
383

39
123
－
36
87
25
188合　計

 
国債
地方債
その他
　小計
国債
地方債
その他
　小計

  　

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

合　計

種類
満期保有目的の債券

26. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方
債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。以下、28．まで同様であります。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として
おります。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に
想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）の
ものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（2）買入金銭債権
買入金銭債権については、取引金融機関から提示された価格によっております。

（3）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっておりま

す。投資信託は、取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については26.から28.に記載しております。

（4）貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実

行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として
おります。固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様
の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を簡便的に算定しております。また、仕組
貸出については、取引金融機関で算出された時価評価額を時価としております。なお、割引手形及び手
形貸付について、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額を時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見

込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の
貸倒見積額高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。
貸出金のうち、返済期限を設けていないもの（当座貸越等）については、返済見込み期間及び金利条

件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。

金融負債
（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。ま
た、定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値
を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。

（2）借用金
借用金については、固定金利によるものであり、同様に新規で借入を行う場合に想定される適用金

利で割り引いて現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳
簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

1年超5年以内1年以内 5年超10年以内 10年超
（単位：百万円）

預け金
買入金銭債権
有価証券
満期保有目的の債券
その他有価証券の
うち満期があるもの

貸出金（※）
合　計

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

－
－

120
2,512

4
2,637

（単位：百万円）
　　　　    区分
子会社・子法人等株式
関連法人等株式
非上場株式（※１）
信金中央金庫出資金（※１）
組合出資金（※２）
　　　　  合　計

貸借対照表計上額

（※1）非上場株式及び信金中央金庫出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等
の開示に関する適用指針」（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（※2）組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令
和3年6月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報
　　 には含まれておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

428,269
2,000

430,269

67,661
10

110

2,483

52,221
122,487

25,900
－

12

41,716

76,059
143,687

26,700
－

13,750

20,281

70,582
131,313

18,400
－

5,800

10,475

83,959
118,635

預金積金（※）
借用金
　　合　計

76,614
4,500
81,114

－
22
100
122
7,301
11,984

－
19,286
19,409

－
23
103
126
6,163
10,792

－
16,955
17,082

－
0
3
4

△1,138
△1,192

－
△2,331
△2,326

ー
ー
ー

9
－
9

1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 
（単位：百万円）

（※）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めております。

1年以内

（単位：百万円）

△4,917
△0

△2,326
－

△2,216
△9,460

0
－
0

貸借対照表計上額 時価
(1)預け金
(2)買入金銭債権
(3)有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券

(4)貸出金
　貸倒引当金（※）
　
　金融資産計

(1)預金積金
(2)借用金
　金融負債計

138,661
10

19,409
81,479
296,365
△1,514
294,851
534,412
524,474
6,500

530,974

133,744
10

17,082
81,479

292,634
524,951
524,474
6,500

530,974
（※）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

差額

（※）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めないも
の、期間の定めがないものは含めておりません。

■ 第72期 損益計算書の注記事項
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主要な事業の状況を示す指標

2025年度2024年度

（単位：平均残高／百万円、利息／千円、利回り／％）
平均残高 利　息 利回り

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（2024年度：535百万円、2025年度：312百万円）を控除して表示しております。

（注）１.業務純益＝業務収益ー（業務費用ー金銭の信託運用見合費用）     
　　  業務費用には例えば人件費のうち役員賞与等のような臨時的な経費等を含まないこととしています。     
　　  また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰入額（または取崩額）を含みます。     
　　２.実質業務純益＝業務純益＋ー般貸倒引当金繰入額     
　　  実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当金繰入額の影響を除いたものです。     
　　３.コア業務純益＝実質業務純益ー国債等債券損益     
　　  国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。   

資 金 運 用 勘 定
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
うち有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定
うち預 金 積 金
う ち 借 用 金

529,046 
278,205 
150,723 
97,588 
516,077 
509,577 
6,500 

2025年度 2025年度
6,594,957 
4,487,281 
1,041,771 
1,011,124 
355,808 
355,808 

ー

2025年度
1.24 
1.61 
0.69 
1.03 
0.06 
0.06 
ー

■ 資金運用勘定・調達勘定の状況

■ 経営指標の推移

業 務 純 益
経 常 収 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
純 資 産 額
総 資 産 額
単体自己資本比率
出 資 総 口 数
出 資 総 額
出資に対する配当金（一口あたり）
会 員 数
役 員 数

うち常勤役員数
職 員 数

男 　 　 　 性
女 　 　 　 性

（単位：配当金／円、利益・出資総額／千円、残高／百万円、比率／％、口数／口、会員数・役員数・職員数／名）
2024年度

※業務粗利益率＝ 業務粗利益
資金運用勘定平均残高 ×100

資 金 運 用 収 支
資金運用収益
資金調達費用

役 務 取 引 等 収 支
役務取引等収益
役務取引等費用

その他の業務収支
その他業務収益
その他業務費用

業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率

6,239,149 
6,594,957 
355,808 

△ 170,588
567,943 
738,531 

△ 857,461
48,757 
906,219 
5,211,099 

0.98 

2025年度
（単位：千円、％）

資 金 運 用 利 回
資金調達原価率
総 資 金 利 鞘

（単位：％）

※総資産経常（当期純）利益率＝ 経常（当期純）利益
総資産（債務保証見返を除く）平均残高 ×100

総資産経常利益率
総資産当期純利益率

（単位：％）

■ 業務粗利益の状況

■ 総資産利益率の状況

■ 資金利鞘の状況

1.24 
0.73 
0.51 

2025年度
1.09
0.68
0.41

2024年度

0.23
0.16

2024年度
0.38
0.27

2025年度

業 務 純 益
実 質 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
(投資信託解約損益除く。)

（単位：千円）■ 業務純益

1,736,809
1,758,809
2,661,581
2,558,591

1,487,326
1,481,026
2,107,158
1,759,586

1,736,809
7,713,065
2,049,824
1,458,912
524,474
296,365
101,013
15,985
549,065
9.79

3,296,201
1,648,100

15
30,832

11
7

253
131
122

2025年度2021年度 2022年度 2023年度
274,259
6,340,836
630,130
427,386
516,487
224,449
74,022
10,869
538,877
9.77

1,585,589
792,794

15
29,103

13
8

319
175
144

683,424
5,632,882
798,903
536,934
519,235
240,477
84,439
13,656
546,666
9.81

2,218,747
1,109,373

15
29,104

10
6

298
158
140

1,487,326
6,912,118
1,288,368
890,745
519,367
261,776
85,159
13,884
541,666
9.84

2,746,835
1,373,417

15
29,440

10
6

271
139
132

2024年度 2024年度 2024年度
534,375
247,232
191,702
92,899
523,687
514,412
9,275

5,834,958
3,793,646
777,469
1,219,566
112,783
112,783

ー

1.09
1.53
0.40
1.31
0.02
0.02
ー

2024年度
5,722,175
5,834,958
112,783

△ 176,157
566,349
742,506

△ 567,668
58,695
626,363
4,978,349

0.93

437,427
6,033,898
750,378
449,515
510,874
212,831
136,549
14,872
537,399
9.11

1,568,691
784,345

20
29,275

13
8

342
190
152
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主要な事業の状況を示す指標

貸出金に関する指標

預金に関する指標

流 動 性 預 金
うち有利息預金

定 期 性 預 金
うち固定金利定期預金
うち変動金利定期預金

そ の 他
合　　　計

譲 渡 性 預 金

2024年度
264,194
247,977
248,927
236,531

60
1,290

514,412
ー

264,629 
247,234 
243,591 
230,721 

56 
1,357 

509,577 
ー

2025年度
（単位：百万円）

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

合　　　計

（単位：百万円）

■ 預金積金及び譲渡性預金平均残高

■ 貸出金平均残高

固定金利定期預金
変動金利定期預金
そ の 他

合　　　計

（単位：百万円）
■ 定期預金残高

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
　   ２．定期性預金＝定期預金＋定期積金
　　   固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金 
　　   変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金
　   ３．その他＝別段預金＋納税準備預金＋非居住者円預金

変 動 金 利
固 定 金 利

合　　　計

（単位：百万円）
■ 金利種別貸出金残高

2024年度
231,662

60
ー

231,723

235,728 
51 
ー

235,780

2025年度

2024年度
316

21,517
219,808
5,589

247,232

174 
26,947 
242,447 
8,636 

278,205 

2025年度 2025年度
103,389 
192,976 
296,365 

2024年度
94,673
167,103
261,776

受 取 利 息
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
うち買入金銭債権
うち有 価 証 券

支 払 利 息
うち預 金 積 金
う ち 借 用 金

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分する方法により算出しております。

■ 受取利息及び支払利息の増減の状況

残高による増減 利率による増減 純増減

（単位：千円）

△ 57,565
492,531

△ 115,185
△ 68
65,627
△ 1,614
△ 1,049

ー

817,564
201,103
379,487

0
△ 274,068
244,639
244,074

ー

759,998
693,635
264,302
△ 68

△ 208,441
243,024
243,024

ー

純増減残高による増減 利率による増減
2024年度

105,103
231,306
△ 16,470

△ 76
47,714
△ 93
△ 17
ー

945,946
40,775
429,890

0
317,821
62,123
62,047

ー

1,051,049
272,081
413,420
△ 76

365,535
62,030
62,030

ー

2025年度

預 金 積 金
有 価 証 券
動 産
不 動 産
そ の 他

計
信用保証協会・信用保険
保 証
信 用
合　　　計

（単位：百万円）
2025年度

2,643 
354 
2 

93,221 
ー

96,222 
60,704 
17,197 
122,240 
296,365 

2,543
356
ー

91,629
ー

94,529
56,297
16,668
94,281
261,776

■ 貸出金の担保別内訳
（単位：百万円）

預 金 積 金
有 価 証 券
動 産
不 動 産
そ の 他

計
信用保証協会・信用保険
保 証
信 用
合　　　計

8 
ー
ー

118 
ー

126 
ー
3 
ー

129 

■ 債務保証見返の担保別内訳

■ 貸出金使途別内訳

期末残高 構成比期末残高 構成比
2025年度

設 備 資 金
運 転 資 金
合　　　計

172,433 
123,931 
296,365 

58.18
41.81
100.00

（単位：百万円、％）

2024年度 2025年度
2
ー
ー

128
ー

130
ー
3
ー

134

2024年度

158,680
103,096
261,776

60.61
39.38
100.00

2024年度
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貸出金に関する指標

期首残高 期末残高当期増加額 当期減少額
目的使用 その他

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　　計

（単位：百万円）

198 
192
1,146
1,156
1,344
1,348 

2024年度
2025年度
2024年度
2025年度
2024年度
2025年度

192 
214
1,156
1,301
1,348
1,515 

ー
ー
43
ー
43
ー

198 
192
1,102
1,156
1,301
1,348 

192 
214
1,156
1,301
1,348
1,515 

■ 貸倒引当金内訳

（単位：千円）

貸 出 金 償 却 額 ー ー
2025年度

■ 貸出金償却額

住 宅 ロ ー ン
消 費 者 ロ ー ン
カ ード ロ ー ン

2025年度

■ 個人向け貸出残高

期 末
期 中 平 均

56.50 
54.59 

（単位：％）
2025年度

■ 預貸率

64,423 
12,276 
1,629 

（単位：百万円）

61,333
11,507
1,780

2024年度

50.40 
48.06 

2024年度

2024年度

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

貸出先数 期末残高 構成比
製 造 業
農 業 、 林 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
その他のサービス

小　　　計
地 方 公 共 団 体
個 人

合　　　計

（単位：百万円、％）

貸出先数 期末残高 構成比
6.3
0.0
5.6
0.0
0.1
1.2
5.4
10.5
27.4
0.4
0.2
0.0
1.1
0.5
0.2
4.2
2.8
66.5
5.6
27.8
100.0

353 
6 

660 
1 
18 
52 
364 
35 

1,106 
9 
39 
1 

214 
134 
30 
151 
249 
3,422 

8 
11,455 
14,885 

18,872 
54 

16,611 
279 
337 
3,716 
16,036 
31,191 
81,256 
1,198 
823 
18 

3,553 
1,732 
764 

12,531 
8,309 

197,289 
16,640 
82,436 
296,365 

2025年度

■ 業種別貸出金残高

6.3
0.0
5.9
0.1
0.1
1.1
4.7
8.8
28.8
0.2
0.3
0.0
1.1
0.7
0.3
4.4
2.4
65.8
4.3
29.7
100.0

380
8

682
2
19
58
378
38

1,076
7
42
1

227
159
37
154
235
3,503

6
11,477
14,986

16,734
24

15,616
330
304
3,113
12,403
23,067
75,521
600
889
21

2,991
1,926
895

11,572
6,467

172,481
11,399
77,895
261,776

2024年度
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有価証券に関する指標

（単位：％）

期 末
期 中 平 均

19.25 
19.15 

2025年度

202 4年度
202 5年度
202 4年度
202 5年度
202 4年度
202 5年度
202 4年度
202 5年度
202 4年度
202 5年度
202 4年度
202 5年度
202 4年度
202 5年度

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外 国 証 券

その他の証券

　合　　計　

（単位：百万円）

1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超 合　計期間の定めの
ないもの

■ 有価証券の残存期間別残高

（単位：百万円）

期末残高 平均残高期末残高 平均残高
国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 の 証 券
　 合 　 　 計 　

23,310 
30,040 
20,734 
547 

10,026 
16,354 
101,013 

14,718 
36,663 
16,074 
490 

16,817 
12,823 
97,588 

2025年度

■ 有価証券の種類別残高

■ 預証率

ー
ー

1,792
819
326
862
ー
ー

2,114
397
ー

351
4,234
2,430

ー
3,202
1,894
1,586
1,620
5,034
ー
ー

985
1,385
2,775
1,074
7,275
12,282

895
10,089
2,504
1,292
3,562
10,037

ー
ー

951
2,832
1,537
3,481
9,451
27,733

1,973
2,933
2,606
3,464
4,621
4,053
ー
ー

2,400
ー

809
1,009
12,409
11,461

2,011
1,555
17,465
15,835

ー
ー
ー
ー
ー

2,959
903
201

20,380
20,550

6,200
5,529
8,627
7,042
767
747
ー
ー
ー
ー
ー

2,022
15,595
15,341

ー
ー
ー
ー
ー
ー

544
547

10,897
2,450
4,370
8,215
15,812
11,213

11,079
23,310
34,890
30,040
10,898
20,734
544
547

17,349
10,026
10,396
16,354
85,159
101,013

11,079 
34,890 
10,898 
544 

17,349 
10,396 
85,159  

10,559 
37,902 
9,257 
594 

18,843 
15,741 
92,899 

2024年度

16.39 
18.05

2024年度
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有価証券に関する指標

以下の項目については、該当する取扱いがないため記載しておりません。
・商品有価証券の種類別の平均残高
・金銭の信託
・市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引のうち有価証券関連デリバ
ティブ取引に該当するもの以外のもの
・信用金庫法第53条第3項第13号又は同法第54条第4項第13号に規定する金融
等デリバティブ取引

・先物外国為替取引
・有価証券関連デリバティブ取引
・金融商品取引法第2条第21項第1号に掲げる取引又は外国金融商品市場における同号
に掲げる取引と類似の取引

（単位：百万円）

時価が貸借
対照表計上額
を超えるもの

時価が貸借
対照表計上額
を超えないもの

国 債
地 方 債
そ の 他
小 計
国 債
地 方 債
そ の 他
小 計

種類
2025年度

差額時価貸借対照表計上額差額時価貸借対照表計上額

満期保有目的の債券

合　　　　　　計

ー
22
100
122
7,301
11,984

ー
19,286
19,409

ー
32
600
632
7,275
11,989

ー
19,264
19,897

ー
23
103
126
6,163
10,792

ー
16,955
17,082

ー
33
646
679
6,654
11,334

ー
17,988
18,668

ー
0
3
4

△ 1,138
△ 1,192

ー
△ 2,331
△ 2,326

ー
0
45
46

△ 620
△ 654

ー
△ 1,275
△ 1,228

時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
上記の「その他」は、外国証券です。
市場価格のない株式等及び組合出資金は本表に含めておりません。

（注）1.
2.
3.

貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
上記の「その他」は、外国証券等です。
市場価格のない株式等及び組合出資金は本表に含めておりません。

（注）1.
2.
3.

（単位：百万円）

貸借対照表
計上額が取得
原価を超える
もの

貸借対照表
計上額が取得
原価を超えない
もの

株 　 式
債 　 券
国 　 債
地 方 債
社 　 債
そ の 他
小 計
株 　 式
債 　 券
国 　 債
地 方 債
社 　 債
そ の 他
小 計

種類

合　　　　　　計

差額取得原価貸借対照表計上額差額取得原価貸借対照表計上額

その他有価証券

426
67
ー
ー
67

11,815
12,309

ー
54,708
16,008
18,033
20,667
14,461
69,169
81,479

247
47
ー
ー
47

10,306
10,601

ー
61,160
16,411
23,299
21,449
15,533
76,694
87,295

179
19
ー
ー
19

1,508
1,708
ー

△ 6,452
△ 403
△ 5,266
△ 782
△ 1,072
△ 7,524
△ 5,816

177
158
100
ー
58

4,541
4,876
246

37,413
3,704
22,869
10,839
22,602
60,262
65,139

138
147
99
ー
47

4,241
4,527
287

41,751
3,844
26,513
11,393
24,944
66,983
71,511

38
11
0
ー
11
299
349
△ 40

△ 4,337
△ 140
△ 3,644
△ 553
△ 2,342
△ 6,720
△ 6,371

■ 有価証券の時価情報

非 上 場 株 式
信 金 中 央 金 庫 出 資 金
組 合 出 資 金
　　合　　　　　　計　　

（単位：百万円）
市場価格のない株式等及び組合出資金

120 
2,512 

4 
2,637 

2025年度

2025年度

2024年度

2024年度

120
2,512

2
2,635

2024年度
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
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役職員の報酬体系

（1）報酬体系の概要
【基本報酬】
非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれ支払総額の最高限度額を決定

しております。
その上で、各理事の基本報酬額につきましては、役位や在任年数等を勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、
各監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。また、在任中

に功労のあった役員に対して、特別功労金を支給することがあります。
なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金（特別功労金を含む）の支払いに関して、主として支給基準及び算定方法等を
内規で定めております。

（2）2025年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（3）その他
「信用金庫法施行規則第132条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は
財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定める件」（平成24年3月29日付金融庁告示第22号）第3条第1項
第3号及び第5号に該当する事項はありませんでした。

1.対象役員
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。「対象役員に対する報酬等」は、職
務執行の対価として支払う「基本報酬」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成さ
れております。

2.対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、「対象役員が受ける
報酬等と同等額以上の報酬を受ける者」のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与えるものをいいます。
　なお、2025年度において、「対象職員等」に該当する者はいませんでした。

区　分 支払総額
対象役員に対する報酬等 128

（単位：百万円）

（注）1．「対象役員」に該当する理事は6名、監事は1名です（期中に退任した者を含む）。
　　2．上記の内訳は、「基本報酬」106百万円、「退職慰労金」21百万円となっております。

　なお、「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員
　退職慰労引当金の合計額です。

（注）1．「対象職員等」には、期中に退任・退職した者も含めております。
　　2．「同等額」は、2025年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
　　3．2025年度において、「対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者」はいませんでした。
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自己資本の充実の状況等

自己資本調達手段の概要
　当金庫の自己資本は、過去の利益の積み上げによるもの以外は、ほとんどが地域のお客様による出資金が該当します。

（単位：百万円）
単体自己資本比率

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己
資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。

　　なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。   

1.自己資本の構成に関する事項

項　　　目 2024年度 2025年度

18,434 
1,373 
17,098 

37 
－

192 
192  
ー
ー

18,626

69 
ー
69 
ー
ー
ー
ー

101 
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

171 

18,455 

178,047  
 
－

－
9,372

－

187,419 

9.84%

20,122 
1,648 
18,519 

45  
－

214 
214   
ー
ー

20,336 

60 
ー
60 
ー
ー
ー
ー

150 
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

211 

20,125  

195,247 
 
－

－
10,246 

－

205,493 

9.79%

コア資本に係る基礎項目
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額　（△）
うち、上記以外に該当するものの額 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　（イ）
コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ･サービシング･ライツに係るものを除く。）の額の合計額 
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ･サービシング･ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ･サービシング･ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ･サービシング･ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額　（ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　（ハ）
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
フロア調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額　（ニ）
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））
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自己資本の充実の状況等

（単位：百万円）

イ.信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計
① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー
ソブリン向け
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
　第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
カバード・ボンド向け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）
　　特定貸付債権向け
中堅中小企業等向け及び個人向け
　トランザクター向け
不動産関連向け
　自己居住用不動産等向け
　賃貸用不動産向け
　事業用不動産関連向け
　その他不動産関連向け
　ADC向け
劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株式等
上記以外
　信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額に
　算入されなかった部分に係るエクスポージャー
　特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー
　総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金
　融機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に係るエクスポージャー
　上記以外のエクスポージャー

② 証券化エクスポージャー
③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
　　ルック・スルー方式
④ 未決済取引
⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る 
　 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
⑥ CVAリスク相当額を八パーセントで除して得た額（簡便法）
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー

ロ.オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
BI
BIC

ハ.単体リスク・アセットの合計額及び単体総所要自己資本額              （イ＋ロ）

リスク・アセット等
2024年度

所要自己資本額 リスク・アセット等 所要自己資本額
2025年度

（注） 1． 
2．
3．

4．

5．
6．
7．

所要自己資本の額＝リスク・アセット×４%
「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。　   
「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門
（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、 国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体のことです。
「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
　③3か月以上限度額を超過した当座貸越であること
当金庫では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
当金庫は、標準的計測手法かつILMを「1」によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。
単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

195,247 
188,671 

239 
23,664 
2,985 
ー

53,709 
869 

17,629 
674 

79,188 
19,873 
18,989 
39,297 
1,028 
ー

971 
2,707 
401 
35 

1,519 
ー

572 
8,033 

3,262 

453 

66 

4,251 
ー

6,400
6,400
ー

ー

175 
ー

10,246 
6,831 
819 

205,493 

7,809 
7,546 

9 
946 
119 
ー

2,148 
34 
705 
26 

3,167 
794 
759 
1,571 
41 
ー
38 
108 
16 
1 
60 
ー
22 
321 

130 

18 

2 

170 
ー

256
256
ー

ー

7 
ー

409 

8,219 

自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫の自己資本比率は、信用金庫の基準である４％を大きく上回っており、経営の健全性・安全性は十分に保っていると評価
しております。なお、自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益
による積み上げを第一義的なものとしております。

自己資本の充実度に関する事項

178,047
165,356

234
20,187
2,358
ー

39,780

17,215
709

73,185
19,677
18,352
34,096
1,058
ー

800
2,620
426
44

1,476
ー

607
8,776

3,512

406

501

4,356
ー

12,661
12,661

ー

ー

29
ー

9,372
6,248
749

187,419

7,121
6,614

9
807
94
ー

1,591

688
28

2,927
787
734
1,363
42
ー
32
104
17
1
59
ー
24
351

140

16

20

174
ー

506
506
ー

ー

1
ー

374

7,496
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自己資本の充実の状況等

信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高〈業種別及び残存期間別〉
（単位：百万円）

製 造 業
農 業 、 林 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医 療 、 福 祉
その他のサービス
国・地方公共団体等
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計
1 年 以 下
1 年 超 3 年 以 下
3 年 超 5 年 以 下
5 年 超 7 年 以 下
7 年 超 1 0 年 以 下
1 0 年 超
期間の定めのないもの
そ の 他
残 存 期 間 別 合 計

エクスポージャー区分

業種区分
期間区分

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の
オ フ・バ ラ ン ス 取 引

債券 延滞エクスポージャー
信用リスクエクスポージャー期末残高

16,813
26
ー

15,733
331
304
3,201
12,460
30,129
75,880
600
902
21

3,025
1,964
900

11,593
6,511
11,399
86,868

9
278,678
47,334
39,378
31,754
24,324
36,729
76,393
22,763

ー
278,678

18,959
56
ー

16,728
280
337
3,916
16,095
38,331
81,594
1,198
836
18

3,586
1,767
769

12,550
8,388
16,640
91,182

9
313,248
53,638
42,143
35,611
29,718
40,947
83,959
27,229

ー
313,248

18,626
26
45

15,734
6,531
2,752
4,784
13,686
230,512
76,740
2,800
902
21

3,025
1,964
900

11,593
6,511

111,309
86,868
8,997

604,334
179,094
64,027
48,854
50,307
98,025
129,875
34,149

ー
604,334

20,964
56
45

17,229
4,080
1,053
6,169
18,720
193,939
82,659
3,686
836
18

3,586
1,767
769

12,550
8,388
75,860
91,182
9,048

552,614
124,470
79,372
61,233
55,109
75,671
118,394
38,362

ー
552,614

800
ー
ー
ー

3,100
1,199
778
600
7,389
395
1,100
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

49,955
ー
ー

65,319
4,388
4,819
8,399
10,017
20,182
17,511

ー
ー

65,319

1,973
ー
ー

500
3,800
693
2,228
2,600
13,722
991
2,487
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

59,220
ー
ー

88,217
2,301
11,729
25,126
11,735
21,348
15,975

ー
ー

88,217

1,448
2
ー

614
ー
5

460
249
ー

336
ー
22
ー

142
38
3

116
91
ー

577
0

4,109

1,283
2
ー

611
ー
4

354
281
ー

317
ー
20
ー

143
22
ー

125
318
ー

605
0

4,091

デリバティブ取引

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
90
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
90
ー
ー
ー
ー
30
60
ー
ー
90

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

485
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

485
ー
ー
95
255
75
60
ー
ー

485

2025年度 2025年度 2025年度 2025年度2024年度 2024年度 2024年度 2025年度2024年度 2024年度

「延滞エクスポージャー」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
　③3か月以上限度額を超過した当座貸越であること
上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポージャーです。具体的には現金、有形固定資産等が含まれます。
CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

（注）1.
2.

3.
4.
5.
6.

オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。

（2）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下のとおりです。

・ 中央政府及び中央銀行向けエクスポージャー
・ 我が国の地方公共団体向けエクスポージャー

　適格格付機関を使用するエクスポージャーは、以下のとおりです。

　カントリー・リスク・スコア及び適格格付機関を使用するエクスポージャーは、以下のとおりです。

・ 国際開発銀行向けエクスポージャー　・ 金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向けエクスポージャー　・ 法人等向けエクスポージャー

・ 外国の中央政府等以外の公共部門向けエクスポージャー
・ 地方公共団体金融機構向けエクスポージャー

・ 我が国の政府関係機関向けエクスポージャー
・ 地方三公社向けエクスポージャー

・ 株式会社格付投資情報センター（R＆I）
・ 株式会社日本格付研究所（JCR）
   なお、このほかにカントリー・リスク・スコアを使用します。

・ ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）　　　　　
・ S&Pグローバル・レーティング

（1）リスク管理の方針及び手続きの概要
　リスク管理の方針については、P.19に記載しております。
　当金庫では、信用リスクの評価について、厳格な自己査定を実施するとともに、主に大口与信先を対象とした信用リスクの計量化を図っ
ております。また、貸倒引当金は、「自己査定基準」及び「資産の償却・引当金の計上に関する規程」に基づき、自己査定における債務者区分
ごとに計算された貸倒実績率を基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。

2.信用リスクに関する事項
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自己資本の充実の状況等

製 造 業
建 設 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
不 動 産 業
学術研究、専門・技術サービス業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
医 療 、 福 祉
その他のサービス
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計

（単位：百万円）
業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

個別貸倒引当金
貸出金償却期首残高 当期増減額 期末残高

（注）1．
　　2．
　　3．

上記の「その他」は、ゴルフ会員権（個別貸倒引当金）、未収利息償却（貸出金償却）です。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

個別貸倒引当金
貸出金償却

2024年度

期首残高 当期増減額 期末残高
517
244
7

110
7
95
0
13
11
ー
60
76
1

1,146

△ 4
3

△ 1
38
3

△ 6
0

△ 7
ー
ー
0

△ 14
0
10

512
248
5

149
11
88
0
6
11
ー
60
61
0

1,156

611
255
4

176
13
82
0
8
11
41
6
88
1

1,301

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

512
248
5

149
11
88
0
6
11
ー
60
61
0

1,156

98
6

△ 0
27
1

△ 5
0
1
ー
41

△ 53
27
0
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2025年度

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
　　第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
カバード・ボンド向け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）
　　特定貸付債権向け
中堅中小企業等向け及び個人向け
　　トランザクター向け
不動産関連向け
　　自己居住用不動産等向け
　　賃貸用不動産向け
　　事業用不動産関連向け
　　その他不動産関連向け
　　ＡＤＣ向け
劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株式等
合計（信用リスク・アセットの額）

（単位：百万円）
標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳

（注）1．
　　2．

「CCF」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。
「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をCCF・信用リスク削減手法適用後エクスポージャーのオン・バランスの額とオフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。

リスク・ウェイトの
加重平均値（%）

CCF・信用リスク削減効果適用前
オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

CCF・信用リスク削減効果適用後

2024年度
3,528

124,117
200
ー

49,983
ー

200
137
1,683
497

96,896
10,120

ー
50,570

ー
30,205

ー
131,491
59,543
35,715
34,457
1,774
ー

800
2,140
481
221

19,826
ー

607

ー
7,026
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

100
100
ー

5,130
ー

92,602
85,166

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
45
ー
ー

3,528
124,117

200
ー

49,983
ー

200
137
1,683
497

96,696
9,920
ー

48,663
ー

28,185
ー

130,491
59,357
35,450
33,918
1,764

-
800
2,121
481
221

19,826
ー

607

ー
7,026
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
10
10
ー

477
ー

2,625
2,398
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
4
ー
ー

ー
ー
40
ー
ー
ー
40
ー

115
39

20,187
2,358
ー

39,780
ー

17,215
709

73,185
19,677
18,352
34,096
1,058
ー

800
2,620
426
44

1,476
ー

607
156,579

ー
ー
20
ー
ー
ー
20
ー
7
8
21
24
ー
81
ー
56
30
56
33
52
101
60
ー

100
124
89
20
7
ー

100

一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　P.38をご参照ください。
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自己資本の充実の状況等

標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
　　第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
カバード・ボンド向け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）
　　特定貸付債権向け
中堅中小企業等向け及び個人向け
　　トランザクター向け
不動産関連向け
　　自己居住用不動産等向け
　　賃貸用不動産向け
　　事業用不動産関連向け
　　その他不動産関連向け
　　ＡＤＣ向け
劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株式等
合計（信用リスク・アセットの額）

（単位：百万円）

（注）1．
　　2．

「CCF」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。
「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をCCF・信用リスク削減手法適用後エクスポージャーのオン・バランスの額とオフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。

リスク・ウェイトの
加重平均値（%）

CCF・信用リスク削減効果適用前
オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

CCF・信用リスク削減効果適用後

2025年度
3,775
79,849
200
ー

56,027
ー

200
936
3,754
297

114,797
13,105

ー
73,176
869

31,576
ー

140,037
62,564
36,034
39,696
1,742
ー

777
2,017
463
175

18,937
ー

440

ー
7,052
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

600
600
ー

7,042
ー

91,026
81,841

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
89
ー
ー

3,775
79,849
200
ー

56,027
ー

200
936
3,754
297

114,547
12,855

ー
71,286
869

29,609
ー

139,045
62,417
35,856
39,057
1,714
ー

777
2,010
463
175

18,911
ー

440

ー
7,052
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
60
60
ー

789
ー

2,660
2,293
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
3
ー
ー

ー
ー
40
ー
ー
ー
40
ー

119
39

23,664
2,985
ー

53,709
869

17,629
674

79,188
19,873
18,989
39,297
1,028
ー

971
2,707
401
35

1,519
ー

572
180,637

ー
ー
20
ー
ー
ー
20
ー
3
13
21
23
ー
75
100
55
29
57
32
53
101
60
ー

125
135
87
20
8
ー

130
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3,528
131,143

ー
ー

49,983
ー
ー

137
531
301
ー
ー
ー
9
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

5,064
ー
ー

190,702

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

1,152
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

14,767
ー
ー

15,919

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー

200
ー
ー
ー

200
ー
ー

195
88,574
6,518
ー

3,758
ー

8,838
1,480
31,977
31,977

ー
ー
ー
ー
ー
26
63
221
ー
ー
ー

134,055

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

1,955
1,955
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

1,955

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

6,522
3,102
ー

100
ー
ー
ー

10,860
3,772
7,087
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

17,482

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

4,449
ー

4,449
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

4,449

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

310
310
ー
ー
ー
ー
ー

1,696
1,696
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

2,006

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

917
917

11,361
ー

11,361
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

12,279

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

300
ー
ー

5,018
ー

4,044
ー

12,463
12,463

ー
ー
ー
ー
ー

350
9
ー
ー
ー
ー

22,185

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

7,764
ー

6,000
ー

1,764
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

7,764

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
13
13
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
13

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

12,827
7,462
ー

5,365
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

12,827

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

100
ー

15,987
ー

3,093
16

3,076
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

19,180

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

24,929
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

24,929

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

5,342
ー
ー

5,342
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

5,342

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

15,224
ー

1,021
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

354
409
ー
ー
ー
ー

17,010

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

3,475
ー

3,475
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

3,475

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

23,211
ー
ー

23,211
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

23,211

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

1,000
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

800
1,390
ー
ー
ー
ー
ー

3,190

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

607
607

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

3,528
131,143

200
ー

49,983
ー

200
137
1,683
497

96,706
9,930
ー

49,141
ー

30,810
2,398

130,491
59,357
35,450
33,918
1,764
ー

800
2,121
481
221

19,831
ー

607
518,589

標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと
並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
　　第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
カバード・ボンド向け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）
　　特定貸付債権向け
中堅中小企業等向け及び個人向け
　　トランザクター向け
不動産関連向け
　　自己居住用不動産等向け
　　賃貸用不動産向け
　　事業用不動産関連向け
　　その他不動産関連向け
　　ADC向け
劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株式等
合計

（単位：百万円）
資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35% 37.5% 40% 43.75% 45% 50% 56.25% 60% 62.5%
2024年度

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
　　第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
カバード・ボンド向け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）
　　特定貸付債権向け
中堅中小企業等向け及び個人向け
　　トランザクター向け
不動産関連向け
　　自己居住用不動産等向け
　　賃貸用不動産向け
　　事業用不動産関連向け
　　その他不動産関連向け
　　ADC向け
劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株式等
合計

（単位：百万円）
資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

70% 75% 80% 85% 90% 93.75% 100% 105% 110% 112.5% 130% 150% 250% 400% その他 合計
2024年度
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3,775
86,902

ー
ー

56,027
ー
ー

936
2,555
100
ー
ー
ー

200
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

3,724
ー
ー

154,222

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

1,198
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

15,190
ー
ー

16,388

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー

200
ー
ー
ー

200
ー
ー

196
108,191
9,303
ー

13,935
ー

9,338
1,430
37,154
37,154

ー
ー
ー
ー
ー
28
71
175
ー
ー
ー

169,492

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

1,922
1,922
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

1,922

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

5,706
3,202
ー

600
ー
ー
ー

12,035
4,431
7,604
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

18,342

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

4,358
ー

4,358
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

4,358

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
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ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
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ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

410
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ー
ー
ー
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ー

2,070
2,070
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

2,480

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

862
862

10,630
ー

10,630
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

11,492

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

300
ー
ー

4,155
ー

4,689
ー

9,918
9,918
ー
ー
ー
ー
ー

120
8
ー
ー
ー
ー

19,193

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
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ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

7,351
ー

5,637
ー

1,714
ー
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ー
ー
ー
ー
ー
ー

7,351
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ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
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ー
ー
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ー
ー
ー
ー
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ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

12,541
6,904
ー

5,636
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

12,541

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

500
ー

17,122
ー

3,314
15

3,299
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

20,937
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ー
ー
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ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

28,243
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

28,243
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ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

7,056
ー
ー

7,056
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

7,056
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ー
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ー
ー
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ー
ー
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ー
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ー
ー
ー
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ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
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ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

24,440
869
257
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

302
383
ー
ー
ー
ー

25,384

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

4,325
ー

4,325
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

4,325

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

26,364
ー
ー

26,364
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

26,364

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
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ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

777
1,558
ー
ー
ー
ー
ー

2,336

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

440
440

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
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ー
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ー
ー
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ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

3,775
86,902
200
ー

56,027
ー

200
936
3,754
297

114,607
12,915

ー
72,075
869

32,270
2,293

139,045
62,417
35,856
39,057
1,714
ー

777
2,010
463
175

18,914
ー

440
532,874

標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと
並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
　　第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
カバード・ボンド向け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）
　　特定貸付債権向け
中堅中小企業等向け及び個人向け
　　トランザクター向け
不動産関連向け
　　自己居住用不動産等向け
　　賃貸用不動産向け
　　事業用不動産関連向け
　　その他不動産関連向け
　　ADC向け
劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株式等
合計

（単位：百万円）
資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35% 37.5% 40% 43.75% 45% 50% 56.25% 60% 62.5%
2025年度

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
　　第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
カバード・ボンド向け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）
　　特定貸付債権向け
中堅中小企業等向け及び個人向け
　　トランザクター向け
不動産関連向け
　　自己居住用不動産等向け
　　賃貸用不動産向け
　　事業用不動産関連向け
　　その他不動産関連向け
　　ADC向け
劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株式等
合計

（単位：百万円）
資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

70% 75% 80% 85% 90% 93.75% 100% 105% 110% 112.5% 130% 150% 250% 400% その他 合計
2025年度
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59,937

リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

オフ・バランス資産項目オン・バランス資産項目 CCFの加重平均値（%） 資産の額及び与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク削減効果適用後）

（単位：百万円、％）

40％未満
40％～70％
75％
80％
85％

90％～100％
105％～130％
150％
250％
400％
1,250％
その他
合　計

356,104
56,587
21,104

ー
26,144
22,710
27,128
3,203
607
ー
ー
ー

513,591

23,527
70,705
6,190
ー

342
4,138
ー
ー
ー
ー
ー
ー

104,905

36.879
9.988
9.723
ー

41.503
10.107

ー
ー
ー
ー
ー
ー

16.111

364,528
57,076
19,215

ー
24,929
22,353
26,686
3,190
607
ー
ー
ー

518,589

告 示 で 定 め る
リスク・ウェイト区分（%） CCF・信用リスク削減効果適用前

2024年度

オフ・バランス資産項目オン・バランス資産項目 CCFの加重平均値（%） 資産の額及び与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク削減効果適用後）

（単位：百万円、％）

40％未満
40％～70％
75％
80％
85％

90％～100％
105％～130％
150％
250％
400％
1,250％
その他
合　計

356,286
52,631
22,587

ー
29,279
32,821
31,058
2,337
440
ー
ー
ー

527,440

22,796
68,347
8,222
ー

727
5,718
ー
ー
ー
ー
ー
ー

105,811

37.820
9.973
11.364

ー
30.220
11.495

ー
ー
ー
ー
ー
ー

16.301

364,727
53,058
20,937

ー
28,243
32,441
30,689
2,336
440
ー
ー
ー

532,874

告 示 で 定 め る
リスク・ウェイト区分（%） CCF・信用リスク削減効果適用前

2025年度

（注）「CCFの加重平均値（％）」とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクスポージャーの額を、CCF・信用リスク削減手法適用前
エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のことです。

リスク管理の方針及び手続きの概要
当金庫は、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより受ける損失（信用リスク）を軽減するために、取引先によっては、

担保や保証による保全措置を講じております。ただし、これはあくまでも補完的措置であり、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者
の資質など、さまざまな角度から判断を行っており、担保又は保証に過度に依存しない融資の取り上げ姿勢に徹することとしております。なお、
与信審査の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただいたうえでご契約いただくなど、適切な扱いに努
めております。
当金庫が扱う担保には、自金庫預金積金、不動産等、保証には、人的保証、信用協会保証等がありますが、その手続きについては、金庫が定

める「融資事務取扱規定」等により、適切な事務の取扱い及び適正な評価を行っております。
また、お客様が期限の利益を失われた場合には、すべての与信取引の範囲において、預金相殺等をする場合がありますが、金庫が定める「融
資事務取扱規定」や各種約定書等に基づき、法的に有効である旨を確認の上、事前の通知や諸手続きを省略して払戻充当しております。
なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されております。

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

（注）当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。 

（単位：百万円）
2024年度

適格金融資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 適格金融資産担保 保証 クレジット・デリバティブ
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
ポートフォリオ

信用リスク削減手法

70,132 ー 58,81669,489 ー

2025年度

3.信用リスク削減手法に関する事項
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当金庫は、派生商品取引を内包した貸出金を保有しております。派生商品取引を内包した貸出金については、「信用リスク管理規程」
の中で定められている保有限度額の範囲内で適正に管理しております。
また、長期決済期間取引は該当ありません。

4.派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

（注）グロス再構築コストの額は、0を下回らないものに限っております。
「リスク・ウェイトのみなし計算が通用されるエクスポージャー」の裏付資産や裏付にある取引として計測された部分は含めておりません。

（単位：百万円）

2025年度2024年度2025年度2024年度
担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額

合　　計

485
315
170
ー
ー
ー
ー
ー
ー

485

90
ー
90
ー
ー
ー
ー
ー
ー
90

485
315
170
ー
ー
ー
ー
ー
ー

485

90
ー
90
ー
ー
ー
ー
ー
ー
90

①派生商品取引合計
　      外国為替関連取引
　      金利関連取引
　      金関連取引
　      株式関連取引
　      貴金属（金を除く）関連取引
　      その他コモディティ関連取引
　      クレジット・デリバティブ
②長期決済期間取引

ⅰ
ⅱ
ⅲ
ⅳ
ⅴ
ⅵ
ⅶ

（  ）
（  ）
（  ）
（  ）
（  ）
（  ）
（  ）

（単位：百万円）
2025年度2024年度

ー

ー

ー

ーグロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオン合計額から担保による
信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差し引いた額

与信相当額の算出に用いる方式
グロス再構築コストの額の合計額

カ レ ント エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 方 式 カ レ ント エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 方 式

（1）リスク管理の方針及び手続きの概要
証券化とは、金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、それらの資産価値を裏付けに証券として組替え、
第三者に売却して流動化することをいいます。
一般的には証券の裏付けとなる原資産の保有者であるオリジネーターと、証券を購入する側である投資家に大きく分類されます。
当該投資にかかるリスクについては、裏付資産の状況や適格格付機関が付与する格付情報などにより把握するとともに、必要に
応じてリスク統括委員会等において検討する体制となっています。
取引にあたっては、購入担当部門が当該商品の内容等の必要事項を確認し、当金庫が定める事務規程に基づき可否を決定

しており、これらの部門が取得した当該商品の状況等の情報を統合的リスク管理部門において確認、検証する体制として適切
な運用・管理を行っています。

5.証券化エクスポージャーに関する事項

（3）証券化取引に関する会計方針
証券化取引に係る会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従い、適正な処理を行っております。

（2）信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
当金庫は、標準的手法を採用しております。

イ．オリジネーターの場合
　 該当ありません。
ロ．投資家の場合
　 該当ありません。

（4）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称
エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下のとおりです。
・ 株式会社格付投資情報センター（R＆I）
・ 株式会社日本格付研究所（JCR）
   なお、投資の種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。

・ ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）　　　　　
・ S&Pグローバル・レーティング

（1）リスク管理の方針及び手続きの概要
上場株式等については、時価評価やリスク計測により、非上場株式等については、財務諸表等に基づく評価による定期的なモニタ

リングの実施によりリスクの状況を把握し、必要に応じ協議・検討するなど、適切なリスク管理に努めております。

（2）会計方針
出資等に係る会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従い、適正な処理を行っております。

6.出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
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478
2,633
3,111

478
2,633
3,111

498
2,633
3,132

498
2,633
3,132

イ．貸借対照表計上額及び時価

貸借対照表計上額区　分

上 場 株 式 等
非 上 場 株 式 等

合　　計

（単位：百万円）
2024年度 2025年度

時価 貸借対照表計上額 時価

　 該当ありません。
ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額  

△5 183
2025年度2024年度

評　価　損　益

（単位：百万円）

ロ．出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額  
（単位：百万円）

41
8
ー

18
39
ー

2024年度
売 却 益
売 却 損
償 却

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

2025年度

7．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
（単位：百万円）

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー
マンデ ート方 式を適 用するエクスポージャー
蓋然性方式（250%）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400%）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1250%）を適用するエクスポージャー

2025年度
25,282

ー
ー
ー
ー

18,134
ー
ー
ー
ー

2024年度

（注）1.
2.
3.

貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。 
投資信託の裏付資産のうち出資等又は株式等に該当するものは、一括して上場株式等に含めて計上しております。
その他の証券の裏付資産のうち出資等又は株式等に該当するものは、一括して非上場株式等に含めて計上しております。

8.金利リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要
　当金庫では、市場金利の変動が経営に与える影響の重大性を認識し、適切なリスクコントロールを図ることを基本方針としております。
　当金庫では、銀行勘定の取引における金利感応資産・負債を金利リスクの管理対象として、重要性を踏まえて金利リスクを計測しております。
　金利リスクの管理としては、金利変動に伴う経済価値変化の指標であるΔEVE及び期間損益変化の指標であるΔN I Iを算出しており、

　リスク統括部門が月次でリスク統括委員会及び常務理事会に報告しております。
　金利リスクを削減する際は、有価証券売却をはじめ資産・負債の残高や期間構成を変化させることで対応する方針としております。

（2）金利リスクの算定手法の概要
①開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE及びΔNIIに関する事項

流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期

流動性預金への満期の割当て方法及びその前提

固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前提

複数の通貨の集計方法及びその前提

スプレッドに関する前提
内部モデルの使用等、ΔEVE及びΔNIIに重大な影響を及ぼす
その他の前提
前事業年度末の開示からの変動に関する説明
計測値の解釈や重要性に関するその他の説明

4.959年
10年
当金庫の預金データに基づき、流動性預金のうち引き出されることなく長期間滞留する
預金の残高を推計し、各期間に振り分けております。
固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約については、金融庁が定める保守
的な前提を使用しております。
金利リスクの算出は、すべての通貨を対象としており、ΔEVEについては通貨ごとに算出
されたΔEVEの正の値のみを、ΔNIIについてはΔNIIの符号に関係なく、通貨ごとのΔNII
を、それぞれ単純合算しております。
算定の前提となる割引金利には、スプレッド及びその変動は考慮しておりません。
コア預金に関して内部モデルを使用しており、内部モデルで使用する計数の変動に伴い、
ΔEVE、ΔNIIに重大な影響を及ぼす可能性があります。
ΔEVE、ΔNIIに関して、算定手法の変更は行っておりません。
ΔEVEに関しては、金利リスク管理上問題ない水準であると認識しております。
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自己資本の充実の状況等

9.CVAリスクに関する事項

（1）リスク管理の方針及び手続きの概要
リスク管理の方針については、P.19に記載しております。
管理方針に基づき、確実にリスクを認識し、評価するとともに、リスクの状況に応じて対応方法等を協議・検討することとしております。

（2）BIの算出方法
BIは、事業規模指標のことをいい、金利要素（ILDC）、役務要素（SC）、及び金融商品要素（FC）の合計により算出しております。

10.オペレーショナル・リスクに関する事項

（3）ILMの算出方法
ILMは、内部損失乗数のことをいい、当金庫は、「1」を使用しております。

（4）オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、BIの算出から除外した事業部門の有無
除外した事業部門はありません。

（5）オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ILMの算出から除外した特殊損失の有無
除外した特殊損失はありません。

　②開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE及びΔNII以外の金利リスク
　　銀行勘定の金利リスクについては、ΔEVE及びΔN I Iのほか、VaRを計測しております。
　　VaRについては、預貸金、債券等の業務別に、信頼区間99%、観測期間5年の分散共分散法により計測しております。また、保有期間は、

　　運用計画の更新時期などを考慮した期間を使用しております。
　　算定されたリスク量は、リスク資本配賦運営の枠組みの中で、自己資本に照らして許容可能な水準に収まるように管理しております。
　　また、自己資本の充実度の評価やストレステストの実施にあたり、過去の事例や、景気シナリオに基づく金利変動による影響等を定期的

　　に検証しております。

1
2
3
4
5
6
7

8

上 方 パ ラ レ ル シ フ ト
下 方 パ ラ レ ル シ フ ト
ス テ ィ ー プ 化
フ ラ ッ ト 化
短 期 金 利 上 昇
短 期 金 利 低 下
最 大 値

自 己 資 本 の 額

ΔEVE

ホ
当期末

ΔN I I

ヘ
前期末

ＩＲＲＢＢ1：金利リスク
（単位：百万円）

項番

（注）金利リスクの算定手法の概要等は、P.51からP.52の「金利リスクの算定手法の概要」の項目に記載しております。

当期末

イ ロ ハ ニ

前期末 当期末 前期末
1,237
644
1,571

1,571

20,125

△ 756
400

400

18,455

△ 584
655

655

1,408
76

1,783

1,783

区分
金利要素
（ILDC）
役務要素
（SC）
金融商品要素
（FC）

算出方法
資金運用収益から資金調達費用を減じた値の絶対値または金利収益資産に2.25％を乗じた値のいずれか
小さい値に、受取配当金を加えて算出します。
役務取引等収益または役務取引等費用のいずれか大きい値に、その他業務収益またはその他業務費用のいず
れか大きい値を加えて算出します。

特定取引勘定のネット損益の絶対値に、特定取引勘定以外の勘定のネット損益の絶対値を加えて算出します。

BIの各要素の算出方法

（1）CVAリスク相当額の算出に使用する手法の名称及び各手法により算定される対象取引の概要
　CVAリスク相当額の算出は、全て、簡便法を採用しております。

（2）CVAリスクの特性及びCVAに関するリスク管理体制の概要
　CVAリスクとは、主に派生商品取引の相手方の信用力等の変化によってCVAの額が変動するリスクをいいます。
　当金庫では、自己資本比率算出時にCVAリスクを算出して認識しております。また、CVAリスクのヘッジを目的とした取引は
行っておりません。
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記載事項一覧

●単体ベースのディスクロージャー項目
　（信用金庫法施行規則第132条における規定）

1.金庫の概況及び組織に関する事項

（1）事業の組織

（2）理事及び監事の氏名及び役職名

（3）会計監査人の氏名又は名称

（4）事務所の名称及び所在地

2.金庫の主要な事業の内容

3.金庫の主要な事業に関する事項

（1）直近の事業年度における事業の概況

（2）直近の5事業年度における主要な事業の状況を示す指標

①経常収益

②経常利益又は経常損失

③当期純利益又は当期純損失

④出資総額及び出資総口数

⑤純資産額

⑥総資産額

⑦預金積金残高

⑧貸出金残高

⑨有価証券残高

⑩単体自己資本比率

⑪出資に対する配当金

⑫職員数

（3）直近の2事業年度における事業の状況を示す指標

①主要な業務の状況を示す指標

ア.業務粗利益、業務粗利益率、業務純益、実質業務純益、

　 コア業務純益及びコア業務純益（投資信託解約損益除く。）

イ.資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支

ウ.資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、

利回り及び資金利ざや

エ.総資産経常利益率

オ.総資産当期純利益率

カ.受取利息及び支払利息の増減

②預金に関する指標

ア.流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の預金の

平均残高

イ.固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその他の

区分ごとの定期預金の残高

③貸出金等に関する指標

ア.手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高

イ.固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高

ウ.担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額

エ.使途別の貸出金残高

オ.業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

カ.預貸率の期末値及び期中平均値

④有価証券に関する指標

ア.商品有価証券の種類別の平均残高

イ.有価証券の種類別の残存期間別の残高

ウ.有価証券の種類別の平均残高

エ.預証率の期末値及び期中平均値

4.金庫の事業の運営に関する事項

（1）リスク管理の体制

（2）法令遵守の体制

（3）中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

（4）金融ADR制度への対応

5.金庫の直近の2事業年度における財産の状況に関する事項

（1）貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は

損失金処理計算書

（2）金庫の有する債権のうち次に掲げるものの額及び①から④までに掲げるものの合計額

①破産更生債権及びこれらに準ずる債権

②危険債権

③三月以上延滞債権（貸出金のみ）

④貸出条件緩和債権（貸出金のみ）

⑤正常債権

（3）自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項

（4）次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

①有価証券

②金銭の信託

③第102条第1項第5号に掲げる取引（デリバティブ取引等）

（5）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

（6）貸出金償却の額

（7）金庫が貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又

は損失金処理計算書について会計監査人の監査を受けて

いる場合にはその旨

6.報酬等に関する事項

●金融機能の再生のための緊急措置に関する
法律第7条に基づく開示項目

資産の査定の公表
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